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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、スリランカ国と締結した討議議事録（R/D）に基づき、提案型

技術協力（PROTECO）「南部地域の村落生活向上プロジェクト（SouthCAP）」を 2007 年 3 月から

4 年間の予定で実施しています。 
プロジェクトが中間時点に達したことから、当機構はプロジェクトの目標達成度や成果等を分

析するとともに、今後の方向性を協議するため、スリランカ国側と合同で 2009 年 4 月 20 日から

5 月 6 日まで中間レビュー調査を実施しました。 
本報告書は、同調査によるプロジェクト関係者との協議及びレビュー調査結果等を取りまとめ

たものであり、本プロジェクトならびに関連する国際協力の推進に活用されることを願うもので

す。 
終わりに、本調査にご協力とご支援をいただいた内外の関係各位に対し、心から感謝の意を表

します。 
 

平成 21 年 11 月 
 

独立行政法人国際協力機構 

スリランカ事務所 

所長 志村哲 
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評価調査結果要約表（中間レビュー） 
１．案件の概要 

国名：スリランカ民主社会主義共和国 案件名：南部地域の村落生活向上プロジェクト 
（SouthCAP） 

分野：農業・農村開発 援助形態：PROTECO（課題開発タイプ） 

所轄部署：スリランカ事務所 協力金額（評価時点）：約 212 百万円 

先方関係機関： 
1）主務官庁：スリランカ国地方政府・州評議会省

2）実施機関：南部州評議会 

日本国側協力機関：無し 

協力期間 

R/D 署名日： 
平成 19 年 1 月 12 日 
協力期間： 
平成 19 年 3 月～平成 23 年 3 月 
（4 年間） 他の関連協力：無し 

１－１ 協力の背景と概要 

本プロジェクトの対象地域であり、スリランカ国内でも特に生活環境の厳しい地域である南部

州ハンバントータ県（人口 42 万人、州内人口の 18％）では、年間降水量が 1000mm 未満のため、

農村部においては、農業用水はもちろんのこと、生活用水の確保も容易ではなく、伝統的なため

池に頼り、政府の給水車に依存した生活を送っている。また、貧困農家には多くの余剰労働力が

存在しているが、他の就業機会が限られており（全国平均失業率 7.6％に対し、20％を超えてい

る）、限られた土地で農業に従事することを余儀なくされている。 
スリランカ国政府は、地域の状況を踏まえた行政サービスを住民に提供するため、1987 年に

憲法改正を行い、中央から州へ行政の権限を移した。また、行政サービスのうち村レベルのイン

フラ整備については、住民のニーズをより的確に踏まえたものとし、かつ整備されたインフラに

対する住民のオーナーシップの醸成を目的として、その企画・実施・管理を既存住民組織が受託

する“コミュニティ契約システム”（CCS）という方式を導入した。同制度は、同国北東部で内戦

からの復旧・復興支援等で活用されているが、開発から取り残されてきた南部州ではほとんど活

用されていない。その促進のためには、制度活用の下地となる住民組織及び彼らをファシリテー

トする行政官の能力強化が不可欠な状況となっている。この状況を踏まえ、本プロジェクトは、

コミュニティ行動計画の策定・実施を通じた南部貧困地域の生活向上を目的として、南部州政府

をカウンターパート（C/P）機関として、2007 年 3 月より 4 年間の予定で実施され、プロジェク

ト対象県内 9 行政村に対し、“コミュニティ行動計画”（CAP）の策定、住民組織による農村イン

フラの整備支援、農業技術の指導、収入向上支援を行っている。 

１－２ 協力内容（PDM） 

（1）上位目標 
ハンバントータ県及び南部州地域において、プロジェクトを通じて認知された参加型開発

のコミュニティに対する取り組みが普及することにより、住民の生計向上及び生活改善が図

られる。 

（2）プロジェクト目標 
対象地域において、住民の生計向上及び生活改善のために、CAP や CCS の有効活用を通

じた参加型村落開発の体制、仕組みが機能する。 
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（3）成果 
1．選定された行政村で CAP が策定され具体的な事業が抽出される。 
2．CAP の実施に対し、郡調整委員会が機能する。 
3．具体的な事業の実施を通じ、住民及び住民組織の地方インフラ建設・整備能力が向上

する。 
4．住民及び住民組織の生産・生活環境改善の実施活動及び維持能力が向上する。 

（4）投入（評価時点） 
日本国側： 

専門家派遣    8 名（70 人月）  機材    9,710 千円 
ローカルコスト負担 68,660 千円 

相手国側： 
カウンターパート配置 97 名          C/P 予算 21,696 千スリランカ・ルピー 
事務所施設提供；南部州評議会ハンバントータ県庁舎の一棟 

２．評価調査団の概要 

調査団員数 7 名 
（1）団長・総括 

（2）参加型開発 

（3）プロジェクト運営 
（4）評価分析 

 

西野 恭子 

赤松 志朗 

湯浅 啓一郎 
飯田 春海 

 

国際協力機構 スリランカ事務所 次長 

国際協力機構 国際協力専門員 

国際協力機構 スリランカ事務所 所員 
グローバルリンク・マネジメント（株） 

調査者 

（1）H.W. Wijayaratne 

（2）M.H.S. Dayaratne 
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３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果 1～4 の達成状況は以下のとおりである。 

成果 1：選定された行政村で CAP が策定され具体的な事業が抽出される。 

①各行政村における CAP の策定準備過程において、各村における CAP 策定の準備過程に

おいて、各種の技術研修が実施され、住民側の参加者数合計は 688 名、行政官の参加者

数合計は 154 名となった。 

②その結果として、2008 年 1 月時点において、全 9 つの行政村で CAP を完成させた。各

CAP において、村の課題に対応する小規模インフラ整備事業や農業分野等の生計向上

事業の優先付けが行われ、準備が終わったものから実践に移された。 
③各村における第一次の小規模インフラ整備事業が終了する過程に至った段階で、各村で

現状を確認するための CAP レビュー・ワークショップが開催された。同ワークショッ

プにおいて、参加した住民より、自らが事業に関わった事業の有効性について、多数の

報告がなされた。 
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成果 2：CAP の実施に対し、郡調整委員会が機能する。 

①プロジェクト活動開始後に、プロジェクト執行委員会（PIC）は、支援対象となる 3 郡

においてそれぞれ、組織され、各行政の CAP の進行状況の把握や、実施上の課題が検

討、調整が行われることとなった。2007 年 8 月の設立以降、年間 6 回以上の会合が各

郡において開催されており、現在までの総開催数は、ハンバントータ郡で 12 回、スー

リャウェワ郡で 9 回、そして、ルヌガンヴェヘラ郡で 12 回となっている。 
②各郡次官、職員及びプラデシヤ・サブハ議長等において、CAP の調整を図る PIC の重

要性は認識されている。 
③一方で、郡次官、郡評議会長、各行政村長（グラマ・ニラダリ）以外の行政官（農業指

導員、畜産局職員、サムルディ職員、保健士等）の当事者意識は低く、PIC への参加率

が芳しくない状況となっている。 
 

成果 3：具体的な事業の実施を通じ、住民及び住民組織の地方インフラ建設・整備能力

が向上する。 

①建設（技術）研修、建設管理研修、運営維持（O&M）研修が、其々、各行政村におい

て、実施された。建設（技術）研修においては、8 村で想定していた参加者の 70％以上

が参加した（ケリヤプラ村のみ 65％）。また、建設管理研修では平均 78％、運営維持

（O&M）研修では、平均 90％の想定参加者が研修を受けた。 

②各行政村において、CAP における優先事業であった小規模インフラ整備事業が実施さ

れた（VCC において合意に達しなかったイハラクンブックウェワ村を除く）。全ての小

規模インフラ整備事業において、CCS に則って事業が実施されたが、プロジェクト側の

徹底した管理の指導の下で安全基準が遵守され、工事が施行された。これらの事業は

2009 年 3 月までには全て終了した。 
③また、ほとんどの事業では合意された契約金額内で事業が行われた。一方、いくつかの

事例では、住民側の都合によって一部の工事がキャンセルされ、そのための代替工事が

契約外で実施された。 
④住民に対する運営維持（O&M）研修を通じて、各村において整備された小規模インフ

ラ施設の維持管理計画が策定された。 
 

成果 4：住民及び住民組織の生産・生活環境改善の実施活動及び維持能力が向上する。 

①プロジェクトは、行政村の農産物等の生産力向上や収入の増加を図るため、住民を対象

とした様々な研修や実施訓練を行った。収入向上活動において、9 つのワークショップ

/研修が実施され、予期された参加者のうち、91％が参加した。また、農業・畜産分野

の活動において実施された、83 の研修、実地訓練に、計 1,623 人が農家より参加した。

②農業・畜産分野における 19 種類の技術的指導・実施訓練において、40％以上の参加者

があり、新たに導入された技術によって、その収入の向上を図っている。 
③地域で産出される生産物の販売促進を図り、地域振興を担っていくためのプラットフォ

ームとして、「ハンバトータ地元物産品振興委員会（HPPC）」の設立と活動を支援した。

また、象と住民との接触による被害を避けるために、「象の生態及び被害に係る実態調
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査」が実施され、その結果の共有がなされた。 
④他方、各行政村において、CAP に基づいた事業の進捗の確認と課題を検討するために、

2007 年 11 月以降、VCC の定期会合が開催されている。これまでの開催数は総計で 100
回であり、各村で平均開催数は 11 回となっている。 

 
（2）プロジェクト目標及び上位目標の達成（予測）は、以下のとおりである。 

＜プロジェクト目標＞ 

対象地域において、住民の生計向上及び生活改善のために、CAP や CCS の有効活用を通

じた参加型村落開発の体制、仕組みが機能する。 

現状において、プロジェクトは、対象行政村において策定された CAP を軸とした活動

を展開し、確実にその成果を積み上げている。現在、各村の CAP で、計 380 の活動が提

案され、うち 44％が実施に移されている。住民の収入の変化はまだ測定されていないが、

CCS の利用では住民組織の能力向上などの効果が発現している。この観点からは、プロジ

ェクトの終了時において、プロジェクト目標の達成は十分に可能と思われる。 
一方で、9 つの行政対象村の中で、ハンバントータ郡のイハラクンブックウェワ村では、

VCC において優先事業に係る合意形成が得られておらず、活動が停止している状況にあ

る。また、郡レベルで設置している PIC への行政関係者の出席率が芳しくないことについ

て、今後の改善が必要になると思われる。 

 
＜上位目標＞ 

ハンバントータ県及び南部州地域において、プロジェクトを通じて認知された参加型開

発のコミュニティに対する取り組みが普及することにより、住民の生計向上及び生活改

善が図られる。 

プロジェクトが導入した CAP アプローチは、スリランカ独自の住民主導で策定される

CAP と、CCS の確実な履行によって構成されている。プロジェクトによるその確実な実

施は、特に農村インフラ施設の整備と維持管理に係る住民の高いオーナーシップをもたら

していることが注目されている。また、農業関連の生産に係る技術指導と収入向上活動は、

農家側より多くの参加を得ている。 
しかし、この CAP アプローチのプロジェクト対象地域外への普及への可能性について

は、スリランカ国の制度と合致させ、予算の措置を行うなど、カウンターパート側の知見

と力量に大きく左右されるものである。現在、南部州評議会を始めとするカウンターパー

ト機関において、どの程度、同アプローチを自らのものとして咀嚼しているかは明確とな

っていない。 
 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

プロジェクトは、スリランカ国政府の開発政策、対象地域である南部州ハンバントータ県

のニーズ、日本国及び JICA の同国に対する技術支援の計画と合致している。また、プロジ

ェクト・デザインにおいても、地域の事情に適正に応じたアプローチを採っている。これら

のことから、プロジェクトの実施に係る妥当性は高いと言える。 
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①スリランカ国政府は、現在の国家政策である「マヒンダ・チンタナ」においては、紛争影

響地である北・東部の復興支援と同時に、開発の遅れている南部地域で開発を進め、バラ

ンスのとれた国家開発を行うとしている。そのため、同国政府は地方開発の推進を目的と

したガマ・ネグマ等の類似プロジェクトに、大規模な予算措置を講じて実施している。

②プロジェクトの対象地域となる、南部州ハンバントータ県 3 郡内の 9 つの行政村において、

当該コミュニティーと協議を経つつ、コミュニティー活動計画（CAP）を策定した。CAP
の活動は、各々のコミュニティーによって優先順位付けがなされた上で実施されている。

③2004 年に策定された日本国の国別援助計画において、1）平和の定着・復興支援、2）長

期開発ビジョンから成り立っており、2）においては貧困削減を援助の重点としている。

また、JICA の国別事業実施計画において、貧困削減を重点としている。このことから、

本プロジェクトは、日本国の開発援助政策と JICA 事業実施計画との整合性を保っている。

④プロジェクトが導入したアプローチは、スリランカ国の概念と制度である CAP 及び CCS
を適切に実施するものであり、当該住民及びカウンターパート機関となる地方政府機関に

とって、非常に親和性の高いものとなっている。このことから、本プロジェクトのデザイ

ンは、相手国側への技術支援事業として、妥当性は高い。 
 

（2）有効性 

プロジェクトは、これまでの活動期間において、確実に所定の成果を、対象地域において

積み上げており、プロジェクトは効果的に実施されて来た。一方、主に CAP の策定とその

実行における CCS の適切な実施によって成り立つアプローチ（CAP アプローチ）が、今後、

カウンターパートや地方政府機関において実施され、かつ、他の支援団体が CAP をリソー

スとして活用していく観点からは、課題が残されている。 
①プロジェクト目標の達成度（予測）に関しては以下の通りである。 

 プロジェクトの支援対象である 9 つの全ての対象行政村において、綿密な準備の下、コ

ミュニティー内における協議を中心として、CAP が策定された。また、CAP の運用と

活動の実施を担う村落調整委員会（VCC）が各行政村において設立された。 

 CAP 策定後、各行政村において、小規模インフラ整備事業の選定と実施、生計向上の

ための農業及びその他の分野で生産向上活動が開始された。これらの行政村では、コミ

ュニティーによる整備されたインフラ施設の維持管理が行われ、農業及びその他の生産

分野における生産向上活動において住民は様々な活動に加わり、生計向上を図ってい

る。 
 これらの実績とプロジェクトの CAP アプローチは、州評議会次官及び県次官によって

も、その有用性が認められおり、その実績の積み重ねによって、CAP が対象行政村に

おける包括的な開発計画として機能することが予想される。 
 

②プロジェクト目標達成に係る貢献及び阻害要因 
 貢献要因：プロジェクトの存在は、村レベルの開発課題への対処において、開発に携わ

る行政機関が縦割り構造のために連携を欠いている状況において、これらの機関を繋ぐ

プラットフォーム機能を果たしている。また、各村の CAP が、これらの機関に対して

統一された開発情報を提供すると共に、新たに設立された HPPC では、異業種間の協働



vi 

が進行している。 
 阻害要因：郡レベルにおいて、プロジェクト活動実施の調整機関である PIC における、

政府関係機関のメンバーの関心が低く、会合への出席率が芳しくない。また、南部州評

議会側においても、自らの組織と財政で CAP アプローチを担っていくべき準備が整っ

ていない。 
 

（3）効率性 
プロジェクトの活動は、計画に沿って遅延無く実施されている。また、日本国及びスリラ

ンカ国双方の投入は、活動において効果的に活用され、成果の達成に貢献している。これら

の観点から、プロジェクトは効率的に実施されていると云える。 
①日本国側及びスリランカ国側の投入は、遅延無く活動に投入され、効果的に活用された。

日本国側の投入について、日本人専門家と現地人専門家はチームとして活動し、日本の技

術支援を現地において、効率的に実施した。スリランカ国側の投入について、特に郡次官

事務所に配置されたアシスタントプロジェクトマネージャー（APM）は、プロジェクト活

動全般に参加し、成果の達成に寄与した。また、カウンターパート機関とプロジェクトチ

ームは良好にコミュニケーションを図っている。定期的に開催される JCC 及び RCC にお

いて、プロジェクトの進捗状況の確認と意思決定がなされている。 

②一方、プロジェクト活動に係る阻害要因としては、ハンバントータ県が、2004 年の津波

による被災地域であり、外部援助が多く入ったことから、官民問わず、開発事業は外部資

源に依存しようとする意識が、依然として強く残っていることが挙げられる。そのため、

住民自らが開発課題を考え、事業の実施における責任の分担と住民の負担を求めるとい

う、プロジェクトのアプローチが地域で受容されるには、大きな労力が必要となった。

 

（4）インパクト 

プロジェクトの対象地域外において、スリランカ国政府及びカウンターパート機関が、

CAP アプローチを実践していくことが、上位目標として掲げられている。そのためには、

スリランカ政府による資金・人材の確保が課題になると思われる。一方、プロジェクト実施

によるインパクトについては、以下のようなポジティブインパクトが散見された。 
①HPPC の設立：ハンバトータで生産される農工業品の販売を促進するため、県次官が会長

となり、企業、農家、銀行、NGO 等の 25 団体により設立された。HPPC の設立後、異業

種であるメンバー団体間の意見交換や情報の共有が図られ、各種の貿易、産業フェアー等

に農家等の生産者が多く参加し、生産者側の意識の向上に繋がった。 

②対象行政村内における象の生態及び被害に係る実態調査：対象行政村内の 2 村では、地域

を徘徊する象による被害が深刻な課題として捉えていた。そのため、実態調査が実施され、

対象地域における象の生態、被害、その対策を明らかにされ、関係者間で、結果の共有が

行われた。 
 

（5）自立発展性 
現状における本プロジェクトの自立発展性の予測に関して、以下の通り、スリランカ国側

における政策/制度面、組織/財政面、技術面について検証した。 
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①政策/制度面：プロジェクトが導入した CAP、CCS のアプローチは、スリランカの既存の

概念と制度であり、スリランカ国政府及び地方政府にとって親和性が高く、州首席次官や

県次官においても、その持続、展開について意欲が示されている。しかし、州以下のレベ

ルにおいて、その具体的な措置を行うための政策的な裏付けは確認されていない。 
②組織/財政面：スリランカ国政府の地方開発を目的とした、ガマ・ネグマ等の類似プロジ

ェクトには、大規模な予算措置がなされている。一方で、プロジェクト終了後に、CAP
アプローチを継続するために、州評議会以下の行政機関に於いて、組織や財政面での措置

は現時点で確保されていない。また、行政村レベルで活動を行う機関を一元的に調整する

枠組みとして、郡調整委員会が設置されているが、現状において、CAP を活用するため

には有効に機能していない。 
③技術面：プロジェクトが導入したアプローチは、高度な技術は使用しておらず、政府職員

がプロジェクトへの参加を通じて習得し得る適正技術であり、その継続性は確保すること

が容易である。また、住民レベルにおいても、VCC メンバーを中心として、各村の CAP
の策定と小規模インフラ整備事業の実施と維持管理を経験しており、その活動の継続と知

見の維持が期待される。 
 

３－３ 結論及び提言・教訓 

（1）結論 

実績/実施プロセスの検証、5 項目での評価の結果から、プロジェクトは当初計画に沿って、

引き続き活動を展開することが妥当と判断される。同時に、自立発展性を高めるために、ス

リランカ国政府による財政面、組織面での取り組みが求められる。 
 

（2）提言 

＜スリランカ国政府への提言＞ 

①スリランカ政府が実施しているガマ・ネグマ等の地方開発プログラムにプロジェクトの手

法を取り込んでいくこと。具体的には、プロジェクト期間中に、CAP で特定された事業

を政府プログラムの資金を使って実施することを試行的に開始する。 
②対象 9 行政村の周辺村において CAP 作成を開始すること。プロジェクトでは、3 郡より

それぞれ 3 行政村のみを選んで事業を実施しているが、郡レベルで効果的に開発の調整を

行っていく場合、他行政村にも同様の CAP が作成される必要があり、プロジェクト期間

中から郡次官事務所が中心となって周辺村での CAP 作成を試行する。 
③不在となっている Project Manager に適任者を任命すること。 
④村落インフラ事業において、適切な CCS を推進すること。プロジェクトの実施を通じて

住民コントラクトには、住民組織の財政/技術能力、自信及び主体性の向上、維持管理能

力の養成の効果が確認され、また主体性を高めるために住民の一部負担を組み込んでいる

ことは、事業のコスト削減にも寄与している。一方、プロジェクト以外では、形だけの住

民コントラクト（住民組織がマージンを取って業者に丸投げする例）が見られ、これらは

住民コントラクトの意味を無くすものであることから、政府は現状をモニターし、適正化

を図っていくことが求められる。 
 



viii 

＜スリランカ国政府及びプロジェクトチームへの提言＞ 
①PIC にコア・チームを形成すること。現在は、PIC のメンバーがプロジェクトとの関係が

薄い行政官も含めて 30 名近くとなっており、参加者が集まらないため、月一回計画して

いる PIC を延期する事態も起きている。コア・チームを形成することで、重要な関係者間

でより実質的な議論を定期的に行えるようにする。 
②インフラ事業の選定をめぐる意見不一致から、活動が停滞しているイハラクンブックウェ

ワ村に関して、客観的、技術的な事実に基づいて、対話を促進すること。 
＜プロジェクトチームへの提言＞ 
プロジェクトの手法を政府プログラムに取り込んでいく過程において、様々な状況の相違か

ら困難に直面することが想定されるが、それらの経緯や対応の経験を取りまとめ、将来政

府が自立して展開していく際の参考とすること。 
 

（3）教訓 
①郡レベルにおいて、アシスタント・プロジェクト・マネージャーを、カウンターパートの

中核として配置したことは、現場でのスリランカ国側のオーナーシップを高めるのに効果

的であった。 
②プロジェクトで実施している CCS からは、住民組織の財政/技術能力、自信及び主体性の

向上、維持管理能力の醸成といった高い効果がみられた。 
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Summary of Mid-term Review 
I. Outline of the Project 

Country： Sri Lanka Project title： The Project on Rural Livelihood  
Improvement in Hambantota District (SouthCAP)  

Issue/Sector： Rural Development Cooperation scheme ：  Technical Cooperation 
Project 

Division in charge： JICA Sri Lanka office Total cost (at the review point) : Approx. 212 
million yen 

Partner Country’s Implementing Organization： 
Ministry of Local Government and Provincial 
Councils, Southern Provincial Council 

Period of  
Cooperation 

(R/D)：Jan.12, 2007 
(Duration)：Mar.2007~Mar.2011 

Supporting Organization in Japan： None 

Related Cooperation：None 

1. Background of the Project 
Hambantota District is the largest district in the Southern Province, with the area of 2,609 km2. It is 

divided into 12 Divisionary Secretary (DS) divisions, and these are divided further into 576 Grama 

Niladhari (GN) Divisions. Population is about 420,000 and it is the smallest in the Province, in 
composition of Sinhala (97.1%) , Sri Lankan Tamil (0.4%) , Muslim (1.0%) and others (1.4%). In terms 

of religions, majorities are Buddhists (96.9%) and there are some Hindus (0.3%) and Muslims (2.5%) 

and Catholic Christians (0.2%). 
Major sources of income are agriculture production, including paddy rice production and field crops, 

animal husbandry and fishery. However, agriculture production is not satisfactory contributing to local 

economy, due to multiple factors; small amount of rain fall, low productivity, lack of infrastructure, 
instability of market prices, unfair profit making activities of mediators, and so forth. 

It is generally understood that there have been a number of development interventions both by 

national and international development actors in Southern Province. However, the results of these 
interventions are considered not as good as they were expected. The thought-less development plans 
and no-sensitivity to sustainability, and lack of coordination among development efforts are identified 

as common problems, contributing to unsatisfactory effects from these development interventions. 
SouthCAP Project is designed to contribute to livelihood improvement of the area, by strengthening the 

existing systems on supporting community development efforts. 
 

2. Project Overview 
(1) Overall Goal 

Income and livelihood of the people in areas within Hambantota and Southern Province will be 
improved by introducing the Community Approach Programme for participatory rural development, 
which is acknowledged by stakeholders through this Project. 

(2) Project Purpose 
The existing system and structure for the participatory rural development will be functioning 
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through effective use of institutions and practices (e.g. Community Action Planning and Community 
Contract System), aiming at improving income and livelihood of the people in the Project area. 

(3) Outputs 
1. Community Action Plans (CAPs) prepared in selected villages, then individual projects will be 

identified. 
2. Divisional Coordination Committee will be carried out the implementation of CAPs. 
3. Villager’s (CBO’s) skills for construction / maintenance works of rural infrastructure are 

developed through implementation of identified project (s). 
4. Villager’s (CBO’s) capacity to implement and manage productive and reproductive activities is 

enhanced. 
(4) Inputs 

Japanese side： 
    Expert: 8(70MM),                       Equipment : 8,430,000 SLR 
    Local cost : 59,612,000 SLR  

  Sri Lankan Side： 

    Counterpart：97 
    Land and Facilities : 1 office space     Local Cost : 21,696,000SLR 

II. Evaluation Team 

Ms. NISHINO Yasuko Team Leader 

Mr. AKAMATSU Shiro Senior Advisor ( Rural Development) 

Mr. YUASA Keiichiro  Evaluation Planning 
Mr. IIDA Harumi Evaluation Analysis  

Members of  

Evaluation 

Team 

Mr. H.W. Wijayaratne Project Director – Special Projects, SPC 

Dr. M.H.S. Dayaratne Economic Development Specialist, Hambantota 

District Chamber of Commerce and Industries 
Ms. I.V.N. Preethika Kumudunie Deputy Chief Secretary (Planning), SPC 

Period of  
Evaluation 

April 20, 2009～May 6, 2009 Type of Evaluation： Mid-term Review 

III. Results of Evaluation 

3-1  Achievement of the Project 
3-1-1  Achievement of Outputs 

(1) Output 1 
Result of preparation phase for formulation of Community Action Plan (CAP) in each village 

(GN), total number of participants for t raining program was 688 from the community and 154 
from government officers, respectively.  All targeted villages (nine GNs) prepared CAPs, during 
the two days workshops for formulation of the CAP held in October 2007 to January 2008.  Then, 
individual projects have been implemented, by the priority of each community which articulated in 
CAP.  According to the result of CAP review workshops, most of small scale infrastructures 
which constructed from the CAP were recognized as usefulness by villagers. 
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(2) Output 2 
Project Implementation Committees (PIC) have been organized in each Division.  In the PIC 

meeting, the progress of the project activity, approval of community scheme from the CAP and 
other issues among the community were discussed.  However, the attendance of stakeholders to 
PICs has not been kept well. 

(3) Output 3 
Small scale constructions were implemented except Ihalakumbukwewa GN, where VCC could 

not reach to agreement.  All those construction works finished by the end of March 2009. After 
such training for construction, Community Contract Systeme (CCS) management and Operation & 
Maintenance, O&M committee was established in each village (GN) to maintain those facilities by 
communities. 

(4) Output 4 
The Project supported and trained villagers to enhance their capacity to manage their 

production.  Several activities have been introduced for villages especially in agriculture and 

income generation.  Monthly VCC meeting has been organized to discuss the matter in the 

village.  Also, HPPC for promotion of production from target area was established, it consists of 
representatives from 25 organization, including local government, private sector, banks, and 

NGOs.  On the other hands, the study of Human Elephant Conflict (HEC) was conducted to avoid 

damage for agricultural products from the elephant. 
 

3-1-2  Prospect of Achieving Project Purpose 

According the present achievement of indicators suggest that more than 44% of proposed activities 
in the CAPs which total number is 380, have already implemented by the Project.  Thus, the Project 

has certainly accumulated such experience of utilizing CAP as comprehensive development plan in 

target areas.   
In this aspect, achieving the Project Purpose would be possible by the end of project period, except 

one village (GN) which has difficulty to reach agreement to implement activities of the Project.  On 

the other hand, low attention paid to PIC at district level may have been obstacles to have such sense 
of ownership of the Project by Sri Lankan side.  

 
3-1-3  Prospect of Achieving Overall Goal 

The CAP approach, which mainly consist of the process of formulating CAP and proper 
implementation of CCS, show high ownership of rural infrastructures and facilities for operation and 

maintenance as well as active participation in the programmes of agricultural production and income 
generation.  It would be dependent on the effort of Sri Lankan counterparts to extend the experience 
of the Project. 
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3-2  Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance 

The Project is highly relevant to the following points; 
1) The aim of the Project consisted with Government development priority in Sri Lanka, which 

improves living standards of people living in the economically backward areas such as Southern 
Province.  

2) The Project has introduced the approach which consists of formulation of Plan (CAP) at village 
(GN) level and proper implementation of Community Contract System (CCS). This methodology 
has been able to meet the needs of the community as well as enhance such sense of ownership. 

3) The Project functions as the platform which offers opportunities for participatory and coordinated 
development activities to the stakeholders in Hambantota District. The government organizations 
and communities have been strengthened their relation through the Project. 

 
(2) Effectiveness 

The Project has already made certain results. It could be said that effectiveness of the Project is 

considered as moderately high at this middle point.  
1) Formulation of CAP in each village (GN) was carefully prepared by the Project. And, all target 

villages  (GNs) formulated CAPs by their initiatives, and Village Coordination Committees 

(VCCs) were established to represent those community members. This process was the first step to 
achieve the Project purpose. 

2) After formulation of CAP, many activities have been implemented to respond the community 

needs. Especially, implementing small scale construction work by CCS and introducing 
agricultural varieties and technologies have made certain results.  Counterparts have already 

recognized the effectiveness of the CAP approach. 

3) However, funding sources of the counterpart agencies are not arranged.  Also, low attention was 
paid to PIC in each Division.  It has been obstacle to implement the CAP approach by the 
counterpart agencies. 

 
(3) Efficiency 

The project activities have been implemented along the plan, and inputs are effectively utilized to 
implement those activities. In this regards, the Project has been efficiently implemented to produce 
Outputs. 
1) There were no such obstacles to make delay for the project activities as compared to the original 

plan.   
2) Inputs by the Project have been utilized effectively to produce each Output.  Especially, 

facilitation for formulation of the CAP, supervising construction work of infrastructures, training 

and guiding for agricultural and other production were fully implemented. 
3) Relationship between Southern Provincial Council and the Project team has been kept well, which 

contributed efficient management of project activities. 
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(4) Impact 
At this point, expecting to reach Overall Goal of the Project is not appropriate, due to limited 

information and condition. On the other hands, the Project activities have made some impacts on 
positive and negative sides. 
1) The Project has shown right direction to achieve Project purpose at the end of the project term. 

However, for reaching the Overall Goal, expansion of the CAP approach to outside of target area 
would require further effort of Sri Lankan side such as allocation of budget and development of 
human recourses. 

2) Positive impacts are found in such as establishment of HPPC and the study of Human Elephant 
Conflict  (HEC).  HPPC has induced active interaction among members for promotion of 
products in Hambantota District. Also, it has high potential for sustainable and evolving activities 
by those producers. On the other hand, the result of HEC study showed importance of security 
control of wild elephant in target areas, the report among other stakeholders at HEC seminar held 
at January 2009. 

3) Negative impact is found in sense of dependency exists in some part of community people, 

members of local authority, and government officers.  Such persons sometimes hesitate to 
contribute to the benefits of all or fulfill their duties but seek personnel interests. 

 

(5) Sustainability 
The sustainability of the project is considered as moderate with the observations of both positive 

aspects such as system, technique and intentions of key counterparts and uncertain ones such as 

finance, policy and organization. 
1) There are intentions of Chief Secretary and District Secretary to continue and expand South CAP 

approach. However, currently, there is no back-up policy to mainstream this approach.  

2) Allocations of budget as well as organizational arrangement to ensure sustainability are uncertain. 
3) Technical aspect of the CAP approach in the Project will be sustained and maintain by member of 

local governments and communities, due to the various appropriate techniques.  The government 

officers can enhance their techniques by participating in project activities. 
 

4. Conclusion 
From the results of the measurement of results, examination of implementation process and value 

judgment based on five evaluation criteria, the Joint Mid-term Review Team studied that SouthCAP 
project has high relevancy and has been efficiently implemented. 

Also, with the appropriate project management, SouthCAP project has produced certain expected 
results at the project areas as well as some positive effects which are not intended in the initial plan, 
then the effectiveness is considered as moderately high and the occurrence of positive impacts are 

noted.  However, the low participation of the Project Implementation Committee will be a hindrance 
factor to the achievement of Project Purpose and Overall Goal potentially. 
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5. Recommendations 
<Recommendation to Sri Lanka side> 

(1) Incorporation of SouthCAP approach into the government programmes 
Since the community based SouthCAP approach with an operational management structure at the 

district and divisional level provide a practical example for the rural development for better results, 
the incorporation of its approach into the government programmes such as Gama-Neguma and is 
recommended as an appropriate action leading to sustainability.  

 
(2) Preparation of Community Action Plan (CAP) in neighboring GNs 

It is justifiable for SouthCAP project because intensified input and careful supervision is necessary 
to produce successful examples steadily for the new approach. On the other hand, since the total 
coordination and management of development projects must be done at divisional level, it is 
preferable if more GNs in these DS divisions have their CAPs, these DS offices start facilitation to 
prepare CAPs in neighboring GNs during the project period under the guidance of SouthCAP. 

 

(3) Assignment of Project Manager  
The post of Project Manager has been vacant for more than one year. It is required that Chief 

Secretary of Southern Provincial Council appoints qualified person. 

 
(4) Promoting proper Community Contract System (CCS) 

The implementation of CCS has many good aspects such as an enhancement of community 

capacity and confident, fostering the ownership on the infrastructure to ensure the self-maintenance 
by the contribution of community. However, other than SouthCAP, CCS is just in form, i.e. 

community signs but sub-contracts it, seems to be spreading in many places. It is recommended that 

each level government monitors the situation of CCS and promotes proper method of it. 
 

<Recommendation to both Sri Lanka side and Project team> 
(1) Core Team of Project Implementation Committee (PIC) 

At present, PIC is arranged at division level to coordinate all the matters necessary to make all 
institutions participated in the activities on the ground. However, participation of the representatives 
from the scheduled institutions in the regular meeting has not been reached at satisfactory level. For 
smooth implementation of the project, “Core Team” of PIC among selected relevant institutions is 
recommended to be materialized. 

 
(2) Ihalakumbukwewa 

Activities in Ihalakumbukwewa are in stagnation due to the disagreement on the selection of 

infrastructure work. It is recommend to facilitate dialogue on rational base in order to find early 
solution. 
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<Recommendation to Project team> 
In case of the government programmes such as Gama-Neguma adopts the SouthCAP approach, it 

would be possible to face several obstacles, due to the different condition of both programmes. 
Therefore, the SouthCAP Project is recommended to have analysis when issue arises, in terms of 
technical level of human resources, procedure for construction work, coordinating with other 
stakeholders and etc.  Project team is expected to compile those experiences for driving the 
programmes by counterpart institutions.  
 

6. Lessons learned 
(1) Allocation of Asistant Project Manager (APM) 

As an administration of SouthCAP project, Assistant Project Managers (APM) are assigned in each 
DS divisions. They are highly involved in the project activities and for example at the Regional 
Coordination Committee, they explain the progress in their divisions on behalf of SouthCAP. It 
seems that this design is effective to strengthen the ownership of the partner country and 

sustainability. 

 
(2) Effect of Community Contract System (CCS) 

SouthCAP has been implementing proper CCS for the infrastructure works. It requires several 

steps such as construction training, construction management training, signing of contract, and 
implementation with some community contribution, regular monitoring, operation and maintenance 

training. Though it takes time, the proper implementation of CCS seems to be useful for rural 

infrastructure rehabilitation or development because it helps to enhance community financial and 
technical capacity, ensure the maintenance by community people. 
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第１章 調査の概要 
 

１－１ 調査実施の経緯と目的 

本調査は、スリランカ国政府の要請に基づき 2007 年 3 月から始まった「南部地域の村落生活向

上プロジェクト（SouthCAP）」の中間時点にあたり、PDM 及び活動計画に基づき、プロジェクト

の投入実績、活動実績、計画達成度を調査・確認した上で、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率

性、インパクト、自立発展性）の観点からレビューを行い、プロジェクトの課題につき具体的な

改善策の提言を行うことを目的として実施された。 
 

１－２ 調査団の構成 

１－２－１ 調査団員構成 
日本国側 

No. 担当分野 氏   名 所     属 
1 総括 西野 恭子 JICA スリランカ事務所 次長 
2 参加型開発 赤松 志朗 JICA 国際協力専門員 
3 プロジェクト運営 湯浅 啓一郎 JICA スリランカ事務所 所員 

4 評価分析 飯田 春海 グローバルリンクマネジメント株式会社 
社会開発部員 

スリランカ国側 

No. 氏   名 所     属 
1 H.W. Wijayaratne Project Director – Special Projects, SPC 
2 M.H.S. Dayaratne 

 
Economic Development Specialist, Hambantota District 
Chamber of Commerce and Industries 

3 I.V.N. Preethika Kumudunie Deputy Chief Secretary (Planning), SPC 
 

１－２－２ 調査期間 
2009 年 4 月 20 日～5 月 6 日 

 

１－３ プロジェクトの背景と概要 

スリランカ国は、面積 6.6 万 km2 に 1,905 万人の人口を有し、全人口の 80％以上が農村部人口

である。一人当たり GDP は 1,617US$（2007 年）で、農業セクターは、全 GDP の 20％を産し、

就労人口の 30％を占めている。 
全国人口の大部分が南西部に集中し、西部州及び南部州は、面積が全国の 14％程度であるのに

対し、人口は 39％を占めている。また、この地域では、貧困率も高く、2000 年時点では国全体の

貧困率が 22.7％であるのに対し、南部州ハンバントータ県では 32.5％に達していた。2004 年に作

成されたスリランカ国政府の「経済政策フレームワーク」では、「農村開発と貧困削減を通じた社

会経済開発に取り組む」とされており、そのためには、都市部と農村部等の地域間の格差是正、

社会経済活動の活性化、生活水準の向上等を組み合わせて行うことが必要とされている。 

本プロジェクトの対象地域であり、スリランカ国内でも特に生活環境の厳しい地域である南部

州ハンバントータ県（人口 42 万人、州内人口の 18％）では、年間降水量が 1,000mm 未満のため、
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農村部においては、農業用水はもちろんのこと、生活用水の確保も容易ではなく、伝統的なため

池に頼ったり、政府の給水車に依存した生活を送っている。また、貧困農家には多くの余剰労働

力が存在しているが、他の就業機会が限られており（全国平均失業率 7.6％に対し、20％を超え

ている）、限られた土地で農業に従事することを余儀なくされている。 
スリランカ国政府は、地域の状況を踏まえた行政サービスを住民に提供するため、1987 年に憲

法改正を行い、中央から州へ行政の権限を移した。また、行政サービスのうち村レベルのインフ

ラ整備については、住民のニーズをより的確に踏まえたものとし、かつ整備されたインフラに対

する住民のオーナーシップの醸成を目的として、その企画・実施・管理を既存住民組織が受託す

るコミュニティ契約システム（CCS）という方式を導入した。この制度は、同国北東部において

内戦からの復旧・復興支援等で活用されているが、開発から取り残されてきた南部州ではほとん

ど活用されていない。その促進のためには、制度活用の下地となる住民組織及び彼らをファシリ

テートする行政官の能力強化が、不可欠な状況となっている。 
この状況を踏まえ、本プロジェクトは、コミュニティ行動計画の策定・実施を通じた南部貧困

地域の生活向上を目的として、南部州政府をカウンターパート（C/P）機関として、2007 年 3 月

より 4 年間の予定で実施されている。現在 6 分野（チーフアドバイザー、農村基盤整備、施工・

維持管理、農業生産、流通・加工、業務調整）を派遣中であり、プロジェクト対象県内 9 行政村

に対し、コミュニティ行動計画（CAP）の策定、住民組織による農村インフラの整備支援、農業

技術の指導、収入向上支援を行っている。 
 

（1）上位目標 

ハンバントータ県及び南部州地域において、プロジェクトを通じて認知された参加型開発

の、コミュニティに対する取り組みが普及することにより、住民の生計向上及び生活改善が

図られる。 
 

（2）プロジェクト目標 
対象地域において、住民の生計向上及び生活改善のために、CAP や CCS の有効活用を通

じた参加型村落開発の体制、仕組みが機能する。 
 

（3）成果 

①選定された行政村で CAP が策定され具体的な事業が抽出される。 
②CAP の実施に対し、郡調整委員会が機能する。 
③具体的な事業の実施を通じ、住民及び住民組織の地方インフラ建設・整備能力が向上する。 

④住民及び住民組織の生産・生活環境改善の実施活動及び維持能力が向上する。 
 

（4）投入 
日本国側： 

専門家派遣、機材供与、ローカルコスト負担、研修員受入、その他（小規模インフラ改修

工事等） 
スリランカ国側： 

カウンターパート配置、土地・施設提供、ローカルコスト負担 
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第２章 評価の方法 
 

２－１ 評価設問と評価手法 

今般の中間レビュー調査は、『JICA 事業評価ガイドライン（2004 年 1 月：改訂版）』に基づき、

ログフレームを用いた評価手法に則って実施した。『JICA 事業評価ガイドライン』による評価は、

以下のとおり、4 つの手順で構成されている。 
 
①プロジェクトの計画を論理的に配置した、ログフレーム（本事業における PDM）を事業計画

として捉え、評価デザインを確定する。 
②いくつかのデータ収集方法を通じ入手した情報を基に、プロジェクトの現状を「実績・実施

プロセス」、「因果関係」の観点から把握・検証する。 
③「妥当性」、「有効性」、「効率性」、「インパクト」、「自立発展性」の 5 つの観点（評価 5 項目）

から、プロジェクトの成果（アウトカム）を評価する。 
④また上記①から③を通じ、プロジェクトの成否に影響を及ぼした、様々な要因の特定を試み、

プロジェクトの残りの実施期間の活動に対しての提言と、スリランカ国側及び日本国側双方

のその他案件に対する教訓を抽出する。 
なお、本評価手法において活用される PDM の構成要素の内容について、以下の表 2-1 に示す。 

 

表２－１ PDM の構成要素 

上位目標 プロジェクトを実施することによって期待される長期的な効果 

プロジェクト終了後 3 年～5 年程度で対象社会において発現する効果 

プロジェクト目標 プロジェクト実施によって達成が期待される、ターゲットグループや対象

社会に対する直接的な効果 

アウトプット プロジェクト目標達成のためにプロジェクトが生み出す財やサービス 

活動 アウトプットを産出するために、投入を用いて行う一連の具体的な行為 

指標 プロジェクトのアウトプット、目標及び上位目標の達成度を測るもので、

客観的に検証できる基準 

指標データ入手 
手段 

指標を入手するための情報源 

外部条件 プロジェクトでコントロールできないが、プロジェクトの成否に影響を与

える外部要因 

前提条件 プロジェクトが実施される前にクリアしておかなければならない条件 

投入 プロジェクトのアウトプットを産出するために必要な資源、人員、資機材･

運営経費・施設等 

出所：プロジェクト評価の手引き（JICA 事業評価ガイドライン）、2004 年 2 月 
 

さらに、本プロジェクトの評価に適用される評価 5 項目の各項目の定義は、以下の表 2-2 のと

おりである。 
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表２－２ 評価５項目の定義 

評価 5 項目 JICA 事業評価ガイドラインによる定義 

妥当性 プロジェクトの目指している効果（プロジェクト目標や上位目標）が受益者のニ

ーズに合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日本側の政

策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金で

ある ODA で実施する必要があるか等といった「援助プロジェクトの正当性・必

要性」を問う視点。 

有効性 プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされて

いるのか（あるいはもたらされるのか）を問う視点。 

効率性 主にプロジェクトのコストおよび成果の関係に着目し、資源が有効に活用されて

いるか（あるいはされるか）を問う視点。 

インパクト プロジェクトが実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果を

見る視点。この際、予期しなかった正・負の効果・影響も含む。 

自立発展性 プロジェクトが終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あ

るいは持続の見込みはあるか）を問う視点。 

出所：プロジェクト評価の手引き（JICA 事業評価ガイドライン）、2004 年 2 月 
 

本レビュー調査における調査項目を明確にするために、PDM に基づいて、プロジェクトの「実

績」、「実施プロセス」、「評価 5 項目」の各項目を包含した評価グリッドを作成した。同グリッド

は、「A．プロジェクトの実績及び実施プロセスの検証」と、「B．評価 5 項目の分析」で構成され

る（同評価グリッド及びその各項目については、付属資料「3．協議議事録（M/M）」中の「ANNEX-5 

Evaluation Grid and results」を参照）。 
 

２－２ データ収集方法 

本中間レビュー調査では、実績の検証及び 5 項目評価の分析作業のために、定性的・定量的デ

ータを以下の方法で収集した。 
 

２－２－１ 質問票 
評価グリッドの設問を基に、主に以下のようなスリランカ国側カウンターパートである中央

政府、南部州評議会、ハンバントータ県及び対象 3 郡の各関係者を対象として、質問票を作成・

配布した（質問票及びその回答は、付属資料「6．質問票回答」にまとめた）。 
 スリランカ国政府（地方政府・州議会省、国家開発省） 

 南部州評議会次官事務所 
 ハンバントータ県次官事務所 
 支援対象 3 郡（ハンバントータ、スーリヤウェワ郡、ルヌガンヴェヘラ郡）次官 

 事務所、評議会 

 その他、スリランカ国政府農業関連事務所等 
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２－２－２ 面談及びインタビュー 
面談及びインタビューは、基本的に質問票配布先と同様に、同国中央政府、南部州評議会、

ハンバントータ県及び対象 3 郡の各関係者を対象として行った（インタビューを実施した対象

者のリストは、付属資料「3．協議議事録（M/M）」中の「ANNEX-2 List of the Persons Consulted」
に記載。また、インタビュー結果については、付属資料「5．現地調査・聞き取り結果」を参照）。 

 

・ スリランカ政府（地方政府・州議会省、国家開発省） 
・ 南部州評議会次官事務所 
・ ハンバントータ県次官事務所 
・ 支援対象 3 郡（ハンバントータ郡、スーリヤウェワ郡、ルヌガンヴェヘラ郡）次官事務所、

評議会 
・ その他、スリランカ政府農業関連事務所等 
・ 現地活動団体（CARE 等の NGO） 
・ プロジェクト・スリランカ人スタッフ 

 

２－２－３ 現地調査 
現地調査は、プロジェクト活動の対象である 9 つの行政村において、関係者、住民代表（VCC）

への個人、グループ・インタビューを行った。また、プロジェクトの活動状況や成果について

確認するための現地踏査を行った。現地踏査においては、各村において実施された各小規模イ

ンフラ整備事業の実施状況や、各農業活動について確認（observation）した（各行政村のグル

ープ・インタビュー対象者は、付属資料「3．協議議事録（M/M）」中の「ANNEX-2 List of the Persons 

Consulted」に記載。また、インタビュー結果は、付属資料「5．現地調査・聞き取り結果」を

参照。）。 

現地調査対象となった行政村名は、以下の通り。 
 
ア）ハンバントータ郡：コホランカラ村、ケリヤプラ村、カタンウェワ村 

イ）スーリヤウェワ郡：イハラクンブックウェワ村、ウェリウェワ村、ウェリヤガマ村 

ウ）ルヌガンヴェヘラ郡：ボガハウェワ村、パダウガマ村、プンチアップジャンドゥラ村 
 

２－２－４ 文献レビュー 
調査順序としては前後するが、以下のような文献資料を使用して情報を収集した。 
 

・ スリランカ民主社会主義共和国 PROTECO（課題開発タイプ）南部地域の村落生活向上プ

ロジェクト形成調査報告書、2004 年 7 月 
・ スリランカ国南部地域の村落生活向上計画（SouthCAP）：事前評価調査報告書（及び実施

協議報告書）、2007 年 1 月 

・ 同上（SouthCAP）：第 1 年次報告書、2007 年 7 月 
・ 同上（SouthCAP）：第 2 年次報告書、2008 年 3 月 

・ 同上（SouthCAP）：第 3 年次報告書、2009 年 3 月 
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２－３ データ分析方法 

データの分析方法としては、プロジェクト側が作成した投入及び活動に係る各種の資料や、イ

ンタビュー結果、質問票の回答について、分析と検証を行った。また、これらの結果を基に、評

価 5 項目にしたがって評価結果をとりまとめた。また、評価団内で、5 項目の評価結果を検証し、

提言と教訓を取り纏めた。 
 

２－４ 評価手法の限界 

今般の中間レビュー調査は、限られた予算と実施期間の制約の下、プロジェクト実施期間の後

半に向けて、プロジェクトの進捗状況を確認し、また、関係者間で議論することを目的として実

施された。そのため、プロジェクト活動で実践されている個々の多様なアプローチに関する効果

や、経済性等に係る詳細な分析や、費用対効果の観点から、他案件との相対的な比較を行うこと

は含んでいない。 
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第３章 プロジェクトの実績及び実施プロセス 
 

３－１ 投入実績 

本中間レビュー対象となった、プロジェクト活動における日本国側及びスリランカ国側の投入

実績を、以下に示す（其々の投入の詳細については、「付属資料 3．協議議事録（M/M）」中の

「ANNEX-7 Record of Input」に記載されている、投入項目別のリストを参照）。 
 

３－１－１ 日本国側投入 
（1）日本人専門家及びスリランカ人スタッフ 

ア）日本人専門家 
日本専門家は、プロジェクト活動が開始された 2007 年 3 月より、活動第 3 年次の終

了する 2009 年 3 月まで、以下の表 3-1 のとおり、「チーフアドバイザー/地域村落開発」、

「農村基盤整備」、「施工・維持管理」、「農業生産（1）」、「農業生産（2）」、「流通・加工」、

「業務調整」の 7 職種、計 8 名が派遣されている。合計派遣人数/月は、70MM となって

いる。 
 

表３－１ 日本専門家派遣実績 

No. 職     種 人数/月 
1 チーフアドバイザー/地域村落開発 20.13 
2 業務調整* 18.03 
3 農村基盤整備 14.00 
4 施工・維持管理 8.00 
5 農業生産（1） 3.00 
6 農業生産（2） 2.00 
7 流通・加工 4.93 

合計 70.09 
*「業務調整」は計 2 名となっている。 

イ）スリランカ人スタッフ 
スリランカ人スタッフは、「事務運営」、「農業」、「収入向上」、「施設」、「組織開発」

の 5 つの部署より構成されている。各部署の人員合計は、以下の表 3-2 のとおり、現状

で 24 名となっている。 
 

表３－２ スリランカ人スタッフ部署別人数構成 

No. 部 署 名 人数 
1 事務運営 10 
2 農業 3 
3 収入向上 1 
4 施設 5 
5 組織開発 5 

合計 24 
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（2）カウンターパート研修 
以下の通り、日本国での本邦研修に加え技術交換研修等に、中国及びインドネシア国に

カウンターパートをそれぞれ、派遣している。 
 

表３－３ カウンターパート研修 

No. 研修名 実施時期 研修者数 

1 参加型農村開発研修 
（本邦研修） 

2008 年 1 月 3 

2 一村一品国際セミナー（中国） 2008 年 11 月 4 

3 技術交換研修（インドネシア） 2009 年 2 月 4 

合計 11 

 

（3）機材供与 
プロジェクト活動で使用される事務用機器を中心として供与され、また、現地活動用の

車両も 4 台供与されている。機材供与合計額は、8,430,000 LKR（スリランカ・ルピー）と

なっている。 
 

（4）現地事業費支出 

プロジェクトの活動経費として、主にカウンターパートや対象地域の住民に対する現地

研修やセミナーの実施、参加型小規模インフラ工事の実施、その他の経費に支出された。

以下の表 3-4 のとおり、機材調達費を含めた 2007 年度の支出額は、30,347,000 LKR、また、

同様に、2008 年度（12 月末まで）の支出額は 29,265,000LKR、合計額は 59,612,000 LKR
となっている（日本円換算では、約 68,660 千円となる1）。 

 

         表３－４ 現地事業費支出     （単位：1,000LKR） 

支出項目 2007 年度 2008 年度（12 月末） 合計 

活動用支出 21,917 29,265 51,181 

機材調達費 8,430 0 8,430 

合計 30,347 29,265 59,612 

 

３－１－２ スリランカ国側投入 
スリランカ国側の投入は、カウンターパートの配置、ローカル・コスト負担、プロジェクト

事務所用の施設の提供である。 
 

（1）カウンターパートの配置 
本プロジェクトのカウンターパートは、中央（地方政府・州評議会省）、州（南部州評

議会）、県（ハンバントータ県）、郡（ハンバントータ郡、スーリヤウェワ郡、ルヌガンヴ

ェヘラ郡）のレベルから活動に関わる人員が配置され、現状においては総計 97 名となっ

                                                        
1 2008 年 12 月時点での LKR/円換算レート（JICA スリランカ事務所公定換算レート）は、1LKR=0.86822 円となっている。 
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ている。また、南部州評議会からプロジェクト・マネージャーが配置され、また、ハンバ

ントータ県内の支援対象 3 郡において、アシスタント・プロジェクト・マネージャー（APM）

が各 1 名づつ配置されている（カウンタパートリストについては、「付属資料 2．プロジェ

クト・カウンターパート・リスト」参照）。 
 

（2）ローカル・コスト負担 
カウンターパート機関である南部州評議会より、プロジェクト活動支援として、以下の

通り、2008 年 12 月末時点において、計 21,696,000LKR が支出された。 
 

     表３－５ スリランカ側のローカル・コスト負担 （単位：1,000LKR） 

支出項目 2007 年度 2008 年度 
（12 月末）

合計 

プロジェクト・マネージャー給与 255 － 255

APM 手当 63 108 171

車両免税措置経費（4 台分） 21,246 － 21,246

モータサイクル用燃料費 － 24 24

合計 21,501 132 21,696

 

（3）土地、施設、機材等の提供 

プロジェクト事務所として、ハンバントータ県次官事務所内の敷地に、一家屋が提供さ

れた。 
 

３－２ 活動実績 

３－２－１ アウトプット 1 のための活動 

（1）コミュニティ活動計画（CAP）の策定準備及び研修の実施 

プロジェクト活動開始後、対象 3 郡の中で、行政村の選考基準が設定され、各村の村落

プロファイルが策定され、現地踏査が実施された。その結果、対象 3 郡において、各 3 つ

計 9 つの行政村が、支援対象として選定された。そして、2007 年 6 月に、対象 9 行政村に

対するイントロダクション・ワークショップと、南部州評議会以下の行政職員対象とした

「CAP セミナー」が、それぞれ開催された2。 
 

（2）CAP ワークショップの開催と各行政村における CAP の策定 
2007 年 10 月～2008 年 1 月の期間において、支援対象 9 行政村において、各 2 日間の CAP

ワークショップが開催され、その成果として、それぞれの村において各行政村の包括的な

開発計画である、CAP が策定された（各村におけるワークショップの開催日程は、以下の

表 3-6 のとおり、また、CAP ワークショップのプログラム内容は表 3-7 のとおり）。 
 

                                                        
2 CAP セミナーには、県及び郡レベルの行政官等、計 55 名が参加 
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表３－６ 各村における CAP ワークショップの開催 

郡 行政村（開催日） 参加者数 

ケリヤプラ（10 月 11 日、12 日） 78 

カタンウェワ（11 月 13 日、14 日） 54 

ハンバントータ 

コホランカラ（11 月 29 日、30 日） 46 

イハラクンブックウェワ（10 月 16 日、17 日） 102 

イハラクンブックウェワ（1 月 4 日） 10 

ウェリヤガマ（11 月 19 日、20 日） 77 

スーリヤウェワ 

ウェリウェワ（11 月 22 日、23 日） 46 

ボガハウェワ（10 月 19 日、20 日） 59 

プンチアップジャンドゥラ（10 月 23 日、24 日） 83 

ルヌガンヴェヘェラ

パダウガマ（11 月 5 日、6 日） 70 

総計 625 

 

表３－７ CAP ワークショップ・プログラム 

1）プロジェクト概要説明 

2）参加型開発計画の有用性の説明 
3）問題分析演習のガイダンス 

4）問題分析演習（農業、組織開発、非農業活動、その他の課題） 

5）問題分析結果の発表 
6）抽出された問題の優先付け 

7）CAP 作成演習 

8）CAP の共有、討議、採択 
9）村落開発調整委員会（VCC）の結成 

 

ワークショップにおける成果品として、①集落別問題分析（課題、要因、影響を受ける

住民世帯数）、②コミュニティ・マップ、③CAP（村全体のカテゴリー別優先順位及び解決

方法、裨益世帯数、責任組織、活動時期が明記された活動計画）が作成され、「CAP リポ

ート」として各村毎に纏められた。 
 

（3）CAP 実施のための村落開発調整委員会（VCC）の設立 
ワークショップの最後に、各村毎に支援対象村内の活動をモニターし、村の開発課題や

問題について意見交換を行う VCC が結成された3。同委員会は、住民組織や集落の代表、

15 名程度で構成され、月に一回程度の定例会合が実施されることなった。 
 

（4）対象行政村の CAP 実施支援のための基礎調査の実施 
CAP 策定後、其々の住民活動の開始に先立って、活動の円滑化やモニタリングを行うた

                                                        
3 当初、既存の住民組織である農業開発組織（RDS）の活用が想定されていたが、住民から十分な信頼が得られていないこと

が判明したことから、新たな組織の設立となった。 
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め、以下の表 3－8 のようなデータ収集・調査が、2007 年 11 月から、2008 年 3 月の期間、

プロジェクトによって実施された。 
 

表３－８ 対象地域における基礎調査の実施 

ベースライン調査 今後のモニタリング・評価活動に必要な情報の収集を目的として、

地域の生業、生活に関する項目、生活改善に関係する行政サービス

の仕組み、行政の役割と能力等の情報が収集された。結果は、「ベ

ースライン調査報告書」として纏められた。 

市場調査 支援対象地域における農産物、加工品に関し、その流通経路や、今

後の改善を念頭に置いて実施された。各郡の主要産品の価格、流通

経路、運送及び保存方法等が調査され、「市場調査報告書」として

纏められた。 

土地管理調査 農民の不法耕作等の課題を解決するために、モザイク状の土地管理

状況の実態把握が必要とされた。土地管理法規、保護区等の耕作、

灌漑施設拡大に係る手続きの情報や、灌漑局、マハウェリ・オーソ

リティー、野生動物保護局、森林保護局等による土地管理と地域住

民の生活実態が調査された。 

 

（5）行政官の CAP 支援能力向上 

行政官の支援能力向上は、プロジェクトの全ての活動過程で重要な要素として考慮され、

現場での活動は OJT と見なされている。その中で、別途、CAP の実施運営に必要とされる

以下の技術研修が実施された。 
 

・会計研修（2008 年 5 月～7 月）：APM、郡評議会の会計担当、郡次官事務所、VCC、各

村長、住民組織代表等に対し、基礎会計の知識、出納長の筆記、資機材管理についての

実習を実施。参加者は、ハンバトータ郡で 22 名、スーリャウェワ郡で 45 名。 
・ファシリテーション技術研修（2008 年 10 月）：村レベルで活動する行政官を対象に、コ

ミュニティ開発におけるファリシテーターの育成を念頭に置いて 1 日間の研修を実施。 

・技術交換研修（第三国研修）：①中国漂陽市（2008 年 11 月）郡の次官、ハンバントータ

地元産品振興委員会秘書の計 4 名が、「一村一品国際セミナー」に参加。②インドネシ

ア国ジョグジャカルタ特別州・南スラウェシ州（2009 年 2 月）、各郡の APM、州農業局

指導員 1 名の計 4 名が、農業加工、流通や、参加型村落開発支援のための行政システム

に関し、視察を行った。 
 

（6）CAP レビュー・ワークショップの開催 
各行政村で実施されている事業を振り返り、活動の実施による生活改善への効果や今後

の改善点を話し合うための 1 日間のワークショップが開催された4（2008 年 11 月～2009 年

1 月）。ワークショップの結果は、CAP レビュー報告として取りまとめられた。参加者数合

                                                        
4 事業が停止しているイハラクンブックウェワ村を除く。 
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計は、317 名となった。 
 

３－２－２ アウトプット 2 のための活動 
（1）プロジェクト執行委員会（PIC）の設立と運営 

各郡において、プロジェクト活動の進捗報告、各村の CAP 事業の承認やモニタリング、

問題･課題に関する意見交換などを行うために、PIC が組織された。PIC のメンバー構成は、

以下の表 3-9 のとおり。 
 

表３－９ プロジェクト執行委員会（PIC）メンバー 

・ 郡次官 
・ グラマニラダリ（行政村長） 
・ 郡次官事務所付け専門職員（農業指導員、畜

産局職員、サムルディ職員、保健士） 
・ プラデシヤ・サブハ（郡評議会）代表 

・ その他、関係行政事務所職員 

・ NGO 等の関係者 

 

PIC は、プロジェクト活動開始後に、プロジェクト運営に携わる重要会合として、定期

的に開催されている。PIC の開催実績は、以下の表 3-10 のとおり。 
 

表３－10 各郡の PIC の開催実績 

ハンバントータ郡 スーリヤウェワ郡 ルヌガンヴェヘラ郡 

第 1 回（2007 年 4 月 24 日） 

第 2 回（2007 年 6 月 12 日） 

第 3 回（2007 年 9 月 11 日） 
第 4 回（2007 年 12 月 24 日） 

第 5 回（2008 年 2 月 5 日） 

第 6 回（2008 年 3 月 11 日） 
第 7 回（2008 年 6 月 6 日） 
第 8 回（2008 年 8 月 5 日） 

第 9 回（2008 年 10 月 2 日） 
第 10 回（2008 年 12 月 5 日） 

第 11 回（2009 年 2 月 6 日） 

第 12 回（2009 年 3 月 6 日） 

第 1 回（2007 年 4 月 26 日） 

第 2 回（2007 年 6 月 13 日） 

第 3 回（2007 年 9 月 19 日） 
第 4 回（2007 年 12 月 20 日） 
第 5 回（2008 年 1 月 30 日） 
第 6 回（2008 年 3 月 4 日） 
第 7 回（2008 年 5 月 14 日） 

第 8 回（2008 年 7 月 23 日） 
第 9 回（2008 年 9 月 22 日） 
第 10 回（2008 年 10 月 6 日） 

第 11 回（2009 年 12 月 29 日）

第 12 回（2009 年 2 月 2 日） 
第 13 回（2009 年 3 月 9 日） 

第 14 回（2009 年 3 月 12 日） 

第 1 回（2007 年 4 月 27 日）

第 2 回（2007 年 6 月 20 日）

第 3 回（2007 年 9 月 13 日）

第 4 回（2007 年 11 月 26 日）

第 5 回（2008 年 2 月 7 日） 
第 6 回（2008 年 3 月 11 日）

第 7 回（2008 年 6 月 4 日） 

第 8 回（2008 年 7 月 9 日） 
第 9 回（2008 年 9 月 3 日） 
第 10 回（2008 年 12 月 24 日）

第 11 回（2009 年 3 月 12 日）
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３－２－３ アウトプット 3 のための活動 
（1）小規模インフラ整備事業に係る研修事業の実施 

小規模インフラ整備事業の実施に先立って、工事契約書案の作成や、関連政府機関との

協議が行われる一方、インフラ事業の実施に携わる住民に対して、「建設研修」、「施工検

討会」、「会計研修」、「維持管理研修」等の研修や検討会が実施された。 
また、住民側の事業に対する理解促進のため、行政官が行う調査・測量活動における住

民参加や、住民、農業指導員、農業普及員を対象とした円借款事業「ワラウェ左岸地域灌

漑計画」の視察が実施された。 
 

（2）小規模インフラ整備事業採択会議の開催とコミュニティ契約システム（CCS） 
各行政村において、CAP より抽出された事業の設計・積算作業が終了し、CCS に準じて、

詳細計画、契約書類の準備が出来た順に、「採択会議」が開催された。同会議には、VCC、

住民組織のメンバー、行政官等が参加し、基盤整備工事の工事概要、期間、金額（住民の

負担金は 10％）、管理責任体制について、最終的な協議と確認が行われた。そして、各事

業について、契約書（契約書、着工命令書、工事概要、特記仕様書、工事標準仕様書、設

計図面、積算書で構成）が作成され、契約を経て事業が実施された。 
 

（3）1 次小規模インフラ整備事業の実施 

2008 年 6 月以降、住民との間で契約終了後、順次、以下の表 3-11 のとおり、各事業が

開始された（但し、ハンバントータ郡イハラクンブクウェワ村では、プロジェクトが実施

したフィージビリティー調査の結果、実施を断念した事業に住民側が固執した結果、交渉

が中断している）。全ての工事は、2009 年 3 月までに終了し、住民側に引き渡された。 
 

表３－11 各村の農村基盤整備事業の契約者及び実施者 

①ハンバントータ郡 

行政村 事業 事業内容 契約者 住民組織 現状 

コホランカラ 上水用パイプラ

イン延長 
62 戸を対象と

した上水道管の

敷設 

郡協議会 
（州水道局が

協力） 

アラベッタ

農民組織 
2 月 20 日に

完工式実施 

ケリヤプラ カプワッタウェ

ワ灌漑施設改修 
満水状態の溜め

池の排水、緊急

時仮排水路の掘

削 

県灌漑局技官 カプワッタ

農民組織 
瑕疵対応終

了、3 月 15

日完工式実

施 

カタンウェワ マハヘンディー

ラ道路網改修 
道路への側溝の

整備、潜水橋、

横断管の埋設 

郡協議会 
（州水道局が

協力） 

パラクン農

民組織 
3 月中旬に

瑕疵対応終

了 
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②スーリヤウェワ郡 

行政村 事業（工期） 事業内容 契約者 住民組織 現状 

イハラクンブ

ックウェワ 
村落内溜池ポ

ンプ灌漑 
（不採用） 

調査の結果、事

業の妥当性に疑

問有り 

－ － － 

ウェリヤガマ カラマティヤ

道路改修 
道路への側溝の

整備、潜水橋、

横断管の埋設 

郡評議会 ランディヤ

ガマ・サム

ルディ 
委員会 

瑕疵対応終

了、 
3 月 13 日 
完工式実施

ウェリウェワ ワラウェ灌漑

事業からの水

路の完成 

コンクリート舗

装、潜水橋、横

断管の埋設 

郡評議会 サラマサク

ティ 
農民組織 

3 月中旬に

瑕疵対応終

了 

 

③ルヌガンヴェヘラ郡 

行政村 事業（工期） 事業内容 契約者 住民組織 現状 

ボガハウェワ イルックパラ

ッサウェワ 

水路の改修 

コンクリート化

による幹線水路

の改修 

県灌漑局技官 パトゥム 
農民組織 

12 月に完工

式 実 施 、 3

月中旬に瑕

疵対応終了

パダウガマ 衛生設備の 
改善 

22 優先世帯、 
2 寺院へのトイ

レの建設 

郡次官 
（ 保 健 所 協

力） 

ディヤワラ

村落開発委

員会 

2 月末に工

事は終了 

プンチアップ

ジャンドゥラ 

ウィーラウィ

頭首項灌漑 
施設の改修 

既設頭首工の改

修と土堤防の 
整備 

県灌漑局技官 プンチアッ

プジャンド

ゥラ村落開

発委員会 

3 月中旬に

瑕疵対応終

了 

 

（4）維持管理委員会の設立 
小規模インフラ整備が終了した後に、使用者及び住民側による施設の維持管理のため、

各村において、維持管理委員会が設立された。また、適切な維持管理について学習するた

め、これらの維持管理委員会のメンバーを中心として、システム C 地区へのスタディー・

ツアーが実施された。 
 

３－２－４ アウトプット 4 のための活動 

（1）農業・畜産分野の活動 
プロジェクト活動において、先ず、各行政村における農業形態の優先付け調査が行われ

た。同調査結果を参考として、CAP ワークショップで抽出された問題や要望に基づき、農

家との間で実施可能な活動について検討がなされた。結果として、稲作、畑作栽培への要

望が多く、種子の自家採取や有機肥料投入等による初期投資削減への要望が多いことが判
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明した。また、畜産分野の技術的訓練への要請が多くあった。農業・畜産分野における活

動の概要は、以下の表 3-12 にまとめた。 
 

表３－12 農業・畜産分野活動概況 

 活動内容 研修等 
参加者数

実践者数 特記事項 

1 CPH（籾殻薫炭）の活用 314 23 稲作、畑作において主に使用 

2 緑肥栽培 6 3 乾期の水田で栽培し、収穫された種

子を他農家へ配る事例有り 

3 液肥の活用 111 21 ほとんどの農家にとって新しい取

り組み 

4 パラシュート移植法 108 8 モデル農家に限定して実践し、今後

拡大を志向 

5 種籾の自家生産 166 166 2kg の種子を各農家に提供し、来期

用の種子生産を開始 

6 ウリ科野菜栽培 40 40 農家管理が不適切で改善指導 

7 きのこ栽培 8 5 6 農家が実践していたが 1 農家が離脱

8 グァバ栽培 64 64 各農家の栽培は順調 

9 パッションフルーツ契約栽培 206 36 栽培を行った農家において種子の

発芽率が低い 

10 ポロン豆の種子自家栽培 31 7 100g の種子から生産し、1kg は地域

に還元 

11 中国野菜栽培 7 7 ハンバントータ港湾事業に携わる

中国人向け 

12 拓榴栽培 180 180 家庭菜園の一環として実施 

13 野菜種子の自家生産 37 7 40g 程度の種子を配布。害虫被害等

が多い 

14 家庭ビジネス菜園指導 25 25 意識向上と実践指導 

15 家庭菜園 20 4 灌漑キット等設置 

16 野菜栽培への複合的害虫対策 15 15 小規模農地では有効性が確認 

17 堆肥の活用 314 77  

18 養蜂 40 8 一部を住民負担で養蜂箱を提供 

19 CO-3 牧草栽培 6 4 家屋周辺での栽培 

 

（2）収入向上・生活改善分野の活動 

各行政村の CAP で提案されている活動の中から重要度の高いものを選び、詳細な活動計

画を策定するため、「生計向上会議」が全ての村で実施された。同会議においては、地域

内の資源の有効活用に係る意識の向上や、視聴覚教材による「一村一品運動」について紹

介がなされた。 
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各村に共通した課題として、1）地元産品改善のための技術研修の必要性、2）市場の問

題、3）原材料や種の不足、4）起業やマネージメントに係る知識不足、5）強い住民の依

存心、が挙げられた。その後、以下のとおり、村レベル及び郡・県レベルでの生産支援活

動が実施された。 
 

村における活動 
・ 「生産者と市場が出会うワークショップ」において、生産者、流通業者によって、共通

する問題や改善策が検討された。 
・ プンチアップジャンドゥラ村で、レンガ作り生産者グループが形成され、中央銀行系列

のマイクロファイナンス団体よりローンが供与された。 
・ ボガハウェワ村の女性グループを対象とした食品加工技術研修が実施された。 
・ 各村からの 10 名の住民代表に対し、食品加工実践及びマーケティング・プロセスに関

する研修が実施された。 
・ 手工芸品技術研修として、各村からの 15 名の住民代表に対し、生産者や市場見学が実

施された。 

・ 収入向上活動のオリエンテーション・プログラムが、現地 NGO の SEEDS と共同で開催

された。 
 

郡・県における活動 
・ スリランカ正月前フェアーに、各村より、手工芸、果実・生鮮野菜、加工食品、米粉製

品、乳製品、セメント鉢等が出品された。 
 

「ハンバトータ地元物産品振興委員会（HPPC）」の設立と活動支援 

ハンバトータで生産される農工業品の販売を促進するため、県次官が会長となり、企業、

農家、銀行、NGO 等の 25 団体により設立された。HPPC は、設立後、以下のような、各

種の貿易、産業フェアー等に農家等の参加を促した。以下のような活動を行った。 

・ 一村一品セミナーが開催され、135 名が参加（2008 年 6 月） 

・ ハンバトータ物産展において、16 名の生産者が出品（2008 年 7 月） 
・ ハンバトータ給料日市において、毎月、5~10 名の生産者が野菜等を販売（2008 年 5 月

～） 

・ コロンボで開催された Ag-Biz フェアーに 5 名が参加（2008 年 8 月） 
・ その他、ナボダヤ・フェアー、ルフヌ・フェアーにも生産者が参加 

 

（3）社会経済活性化分野の活動 
小規模金融ワークショップを、対象となる 3 郡で開催し、VCC メンバー、銀行、NGO、

他ドナー支援の事業関係者等が、合計 95 名が参加した。また、各村の女性グループへの

啓発活動も実施された。 
 

（4）VCC の運営支援活動 
各行政村において、CAP に基づいた事業の進捗の確認と課題を検討するために、VCC
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の定期会合が開催された。現状の VCC の開催実績は、表 3-13 の通りである。 
 

表３－13 VCC の開催実績（2007 年 11 月～2009 年 3 月） 

郡 行政村 開催数 

ケリヤプラ 6 

カタンウェワ 5 

ハンバントータ 

コホランカラ 8 

イハラクンブックウェワ － 

ウェリヤガマ 6 

スーリヤウェワ 

ウェリウェワ 7 

ボガハウェワ 10 

プンチアップジャンドゥラ 8 

ルヌガンヴェフェラ 

パダウガマ 6 

 

３－２－５ その他の活動 
（1）対象行政村内における象の生態及び被害に係る実態調査（2009 年 1 月） 

対象行政村内の 2 村では、地域を徘徊する象による被害が深刻な課題として捉えていた。

そのため、対象地域における象の生態、被害、その対策を明らかにし、プロジェクト対象

地域内の人間の生活圏における象被害対策の経験と教訓が取りまとめられた。調査結果は、

2009 年 1 月開催の HEC 報告セミナーにて関係者に周知された5。 
 

（2）プロジェクト広報用ニュースレターの発行 

日本語、英語、シンハラ語によるプロジェクト通信を、毎月、発行して、プロジェクト

関係者を中心として、多数、配布されている。 
 

３－３ アウトプットの達成状況 

３－３－１ 「アウトプット 1」 

選定された行政村で CAP が策定され具体的な事業が抽出される。 

各行政村における CAP の策定準備過程において、相当数の住民、関係する行政官が研修・実

践訓練を受けた。そして、その結果として、2008 年 1 月時点において、全 9 つの行政村で CAP

を完成させた。各 CAP において、村の課題に対応する事業の優先付けが行われ、準備が終わっ

たものから実践に移された。 
 

・ 指標 1：対象行政村において、2,160 名（60 名×9 行政村×4 年）以上の住民、204 名（17 名

×3 郡×4 年）以上の地方行政官が CAP 策定の研修を受ける。 
各村における CAP 策定の準備過程において、各種の技術研修が実施され、住民側の参加者数

合計は 688 名、行政官の参加者数合計は 154 名となった。 
 

                                                        
5 “Seminar on Human-Elephant Conflict (HEC) in the Hambantota District” 



－18－ 

・ 指標 2：全ての対象行政村で CAP が形成される。 
支援対象となる 9 つの行政村で開催された CAP 策定ワークショップの成果として、其々の

CAP が策定された。 
 

・ 指標 3：選定された具体的な事業のうち、80％が裨益者から効果を認められる。 
CAP レビュー・ワークショップにおいて、参加した住民より、自らが事業に関わった小規模

インフラ整備に関して、その有効性が多数報告された。 
 

３－３－２ アウトプット 2 

CAP の実施に対し、郡調整委員会が機能する。 

プロジェクト活動開始後に、プロジェクト執行委員会（PIC）は、支援対象となる 3 郡にお

いて其々、組織され、各行政の CAP の進行状況の把握や、実施上の課題が検討、調整が行われ

ることとなっている。しかし、郡次官、郡評議会長、各行政村長（グラマ・ニラダリ）以外の

行政官（農業指導員、畜産局職員、サムルディ職員、保健士等）の当事者意識は低く、PIC へ

の参加率が芳しくない状況となっている。 
 

・ 指標 1：各対象郡において、PIC が年間 10 回以上開催される。 

2007 年 8 月以降の設立された各 PIC において、年間 6 回以上の会合が各郡において開催され

ている。これまでの開催数合計は、ハンバントータ郡で 12 回、スーリャウェワ郡で 14 回、

そして、ルヌガンヴェヘラ郡で 11 回となっている。 
 

・ 指標 2：全ての PIC において、50％を超える招待された開発関係者が参加する。 

プロジェクト・スタッフへのインタビュー結果より、郡レベルの関係者の PIC への意識は高

いとは言えず、総じて出席率の伸び悩んだ状況となっている。 
 

・ 指標 3：各郡次官、職員及びプラデシヤ・サブハ議長が、調整機能の重要性を認識する。 

本中間レビューのインタビュー結果は、各郡次官、職員及びプラデシヤ・サブハ議長等にお

いて、CAP の調整を図る PIC の重要性は認識されている。 
 

３－３－３ アウトプット 3 

具体的な事業の実施を通じ、住民及び住民組織の地方インフラ建設・整備能力が向上する。

各行政村において、CAP における優先事業であった小規模インフラ整備事業が実施された

（VCC において合意に達しなかったイハラクンブックウェワ村を除く）。これらの事業は 2009
年 3 月までに全て終了した。各行政村において、建設、CCS 管理、運営維持等の研修が実施さ

れ、整備されたインフラの維持管理を行う運営管理委員会が組織された。 
 

・ 指標 1：各事業に対し少なくとも 3 回の研修が実施され、70％の期待された住民が参加する。 
建設（技術）研修、建設管理研修、運営維持（O&M）研修が、それぞれ各行政村において、

実施された。建設（技術）研修においては、8 村で想定していた参加者の 70％以上が参加し

た（ケリヤプラ村のみ 65％）。また、建設管理研修では平均 78％、運営維持（O&M）研修で
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は平均 90％の想定参加者が研修を受けた。 
 

・ 指標 2：各郡において、CAP によるコミュニティ・コントラクトが 6 事業以上実施される。 
上記の表 3－11「各村の農村基盤整備事業の契約者及び実施者」にあるとおり、CCS に則っ

て、3 郡中、8 ヵ村 8 事業が実施された。 
 ハンバントータ郡：3 事業 
 スーリヤウェワ郡：2 事業 
 ルヌガンヴェヘラ郡：3 事業 

 

・ 指標 3：プロジェクトより資金支援を受けた全てのコミュニティ・コントラクトが満足でき

る安全性と質をもって完成する。 
全ての小規模インフラ整備事業において、CCS に則って事業が実施されたが、プロジェクト

側の徹底した管理の指導のもとで安全基準が遵守され、工事が施行された。 
 

・ 指標 4：コミュニティ・コントラクトに責任をもつ全ての住民組織が、契約金額内で事業を

完成させる。 
ほとんどの事業では合意された契約金額内で事業が行われた。一方、いくつかの事例では、

住民側の要望によって一部の工事がキャンセルされ、その代替工事が契約金額の範囲内で実

施された。 
 

・ 指標 5：責任をもつ全ての住民組織が、彼らの能力の範囲において維持・管理計画を策定す

る。 
運営維持（O&M）研修を通じて、各村において整備された小規模インフラ施設の維持管理計

画が策定された。 
 

３－３－４ アウトプット 4 

住民及び住民組織の生産・生活環境改善の実施活動及び維持能力が向上する。 

プロジェクトは、行政村の農産物等の生産力向上や収入の増加を図るため、住民を対象とし

た様々な研修や実施訓練を行った。また、月例の VCC 会合では、これらの課題について住民

間で検討がなされた。さらに、地域で産出される生産物の販売促進を図り、地域振興を担って

いくためのプラットフォームとして、HPPC の設立と活動を支援した。また、象と住民との接

触による被害を避けるために、「象の生態及び被害に係る実態調査」が実施され、その結果の共

有がなされた。 
 

・ 指標 1：各行政村の住民組織が、324 回（3 回×3 住民組織××9 行政村×4 年）以上のワーク

ショップ及び研修を実施し、70％を超える期待された住民が参加する。 
収入向上活動において、9 つのワークショップ/研修が実施され、予期された参加者の内、91％
が参加した。また、農業・畜産分野の活動において実施された、83 の研修、実地訓練に、計

1,623 人が農家より参加した。 
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・ 指標 2：少なくとも研修を受けた住民の 50％が、紹介された活動または技術指導を実践する。 
農業・畜産分野における 19 種類の技術的指導において、40％以上の実践者があり、新たに導

入された技術によって、その収入の向上を図っている。 
 

・ 指標 3：各対象行政村において、VCC 等開発に関する住民集会が、少なくとも月に 1 回開催

される。 
各行政村において、CAP に基づいた事業の進捗の確認と課題を検討するために、2007 年 11
月以降、VCC の定期会合が開催されている。これまでの開催数は、総計で 56 回である。 

 

３－４ プロジェクト目標の達成見込み 

対象地域において、住民の生計向上および生活改善のために、CAP や CCS の有効活用を通じ

た参加型村落開発の体制、仕組みが機能する。 

現状において、プロジェクトは、対象行政村において策定された CAP を軸とした活動を展開し、

確実にその成果を積み上げている。現在、各村の CAP で、計 380 の活動が提案され、うち 44％

が実施に移されている。住民の収入の変化はまだ測定されていないが、CCS の利用では、住民組

織の能力向上等の効果が発現している。この観点からは、プロジェクトの終了時において、プロ

ジェクト目標の達成は十分に可能と思われる。 

一方で、9 つの行政対象村の中で、ハンバントータ郡のイハラクンブックウェワ村では、VCC
において優先事業に係る合意形成が得られておらず、活動が停止している状況にある。また、郡

レベルで設置している PIC への行政関係者の出席率が芳しくないことについて、今後の改善が必

要になると思われる。 
 

・ 指標 1：CAP で示された 50％以上の活動が、プロジェクト、政府機関、NGO 等で実施され

る。 
CAP 策定後において、各行政村で優先事業・活動の実施がプロジェクトの支援により開始さ

れている。その進捗状況は、以下の表 3－14 のとおり、各村毎に異なっており、既に 50％を

超過したものもあれば、20％に達しない村もある。 
 

表３－14 CAP で提案された事業の実施割合（2007 年 11 月～2009 年 3 月） 

郡 行政村 提案事業 実施事業 （％） 
コホロンカラ 58 11 19 
ケリヤプラ 47 23 49 

ハンバントータ 

カタンウェア 59 20 34 
イハラクンブックウェワ － － － 
ウェリャガマ 36 29 81 

スーリヤウェア 

ウェリウェワ 52 22 42 
ボガハウェワ 42 27 64 
パダウガマ 43 21 49 

ルヌガンヴェフェラ 

プンチャップジャンドゥラ 43 14 33 
合計 380 167 44 



－21－ 

・ 指標 2：50％以上の PIC 及び CBO メンバーが、包括的な開発計画としての CAP の有用性を

認識する。 
2009 年 2 月から 3 月において実施された各郡の PIC メンバーによる、プロジェクト活動の評

価結果からは、各 CAP より実施された事業や活動について、特に CCS によって実施された

小規模インフラ整備事業について、住民側の労力や資材の提供とその後の維持管理について

有効性が認められるとの意見が多く出された。 
 

・ 指標 3：外部からの支援によって、5 つ以上の活動、事業の実施がなされる。 
3 つの行政村において、既に WFP、CARE、World Vision からの支援によって活動を実施して

いる。しかし、現状においては、これらの外部支援機関の CAP に対する認識は十分なものと

なっていない。 
 

・ 指標 4：9 つの行政村において、25％の世帯の収入が増加する。 
現状では、いくつかの農業・畜産分野及び収入向上分野の活動に参加した農家は、その生産

物の販売によって収入を増加させている。しかし、まだ、この傾向が定着するまでには時間

を要するものと思われる。 
 

３－５ 上位目標の達成見込み 

ハンバントータ県及び南部州地域において、プロジェクトを通じて認知された参加型開発の、

コミュニティに対する取り組みが普及することにより、住民の生計向上及び生活改善が図られ

る。 

プロジェクトが導入した CAP アプローチは、主に住民主導で策定される CAP と、CCS の確実

な履行によって構成されている。CAP 及び CCS 共に、スリランカ国独自のものであり、プロジ

ェクトによるその確実な実施は、特に農村インフラ施設の整備と、維持管理に係る住民の高いオ

ーナーシップをもたらしていることが注目されている。また、農業関連の生産に係る技術指導と

収入向上活動は、農家側より多くの参加を得ている。 
しかし、この CAP アプローチのプロジェクト対象地域外への普及への可能性については、スリ

ランカ国の制度と合致させ、予算の措置を行う等、カウンターパート側の知見と力量に大きく左

右されるものである。現在、南部州評議会を始めとするカウンターパート機関において、どの程

度、同アプローチを自らのものとして咀嚼しているかは明確となっていない。 
 

３－６ 活動の実施プロセス 

３－６－１ 実施プロセスの妥当性 
（1）活動計画の実施 

これまでの実施期間において、当初の活動計画に対して遅延もなく、活動が実施されて

いる。各行政村において活動の中心となる CAP が策定され、住民との協議を経つつ、同計

画に沿った活動が順次、実施に移されている。対象 9 行政村の中で、活動が停滞している

イハラクンブックウェワ村については、優先事業として挙げられた灌漑池改修事業が、フ

ィージビリティー調査の結果、経済性や持続性に課題があることが判明し、同村 VCC が

これに理解を示していないことに原因がある。他村においては、同様な状況が生じた際に
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は、VCC 側との協議で、第 2 優先事業に変更するなどしている。この状況は同村側の問題

であり、このことはプロジェクト活動全体の遅延には繋がっていない。 
 

（2）投入活用、カウンターパートとの関係 
投入については、日本国側、スリランカ国側とも活動において十分に活用された。日本

国側の投入については、日本人専門家とスリランカ人スタッフのチーム体制が組まれて、

効果的に活動を行った。プロジェクト・チームは、各村の CAP の内容に柔軟に応じていく

ために、機能及び分野別に 5 つの部門によって構成され、現場活動における地方行政と住

民を繋ぐ重要な役割を担った。 
スリランカ国側投入については、州、県、郡、村レベルで其々、立場に応じて円滑に関

与がなされた。州評議会からは、プロジェクト・マネージャーが配置され、活動全般を統

括した。また、県次官は、PIC 等で調整の付かない課題等については、率先し調整を行っ

た。また、郡レベルにおいて、郡次官事務所に APM が配置され、各村の CAP の策定から

実施の過程において、プロジェクト側と活動を共同で行った。また、小規模インフラ整備

事業（特に道路整備事業）の実施においては、各郡評議会から良好な協力が得られた。 

一方、農業関連分野の活動において、南部州等の農業関連事務所については、プロジェ

クト側からの促される形で活動に参加することが多かった。また、各郡に設置された PIC

において、定期会合への参加率の低さが課題となっている。 
 

３－６－２ プロジェクト・マネージメント 

（1）プロジェクト実施体制 

ア）合同調整委員会及び地方調整委員会 
プロジェクトの意思決定と進捗のモニタリングのために、中央レベルでは合同調整委

員会（JCC）、州/県レベルでは地方調整委員会（RCC）が設置された。同会合では、プロ

ジェクトの進捗的状況に関して、定期的な報告がなされる共に、課題等について意見交

換が行われた。これまでに JCC は 4 回、RCC は 8 回開催されている（JCC 及び RCC の

構成、開催実績については、以下の表 3-15 及び 3-16 参照）。 
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表３－15 JCC の構成及び開催実績 

スリランカ国 
側構成員 

・州評議会・地方政府省次官（議長） 
・国家建設省次官 
・財務委員会次官 
・財務・計画省援助局代表 
・南部州評議会次官 
・ハンバントータ県次官 

開催実績 第 1 回（2007 年 4 月 16 日） 
第 2 回（2007 年 7 月 16 日） 
第 3 回（2008 年 3 月 17 日） 
第 4 回（2009 年 1 月 15 日） 

 

表３－16 RCC の構成及び開催実績 

スリランカ国 

側構成員 

・南部州評議会次官（議長） 

・ハンバントータ県次官（議長） 

・プロジェクト・マネージャー 
・南部州関係各省代表 

・各 3 郡次官 

開催実績 第 1 回（2007 年 4 月 19 日） 

第 2 回（2007 年 7 月 9 日） 
第 3 回（2007 年 12 月 4 日） 

第 4 回（2008 年 3 月 12 日） 

第 5 回（2008 年 6 月 6 日） 
第 6 回（2008 年 9 月 26 日） 

第 7 回（2008 年 12 月 8 日） 

第 8 回（2009 年 3 月 13 日） 

 

イ）プロジェクト執行委員会（郡） 
郡レベルにおいて、各行政村内で実施されるプロジェクト活動の執行を管理するため

に、PIC が設置された。対象となる 3 郡において PIC は、年間 6 回以上の割合で開催さ

れている。これまでの開催実績数は、ハンバントータ郡で 12 回、スーリャウェワ郡で

14 回、そして、ルヌガンヴェヘラ郡で 11 回となっている（PIC の構成、開催実績につ

いては、以下の表 3-17 参照）。 
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表３－17 PIC の構成及び開催実績 

スリランカ国側構成員 ・郡次官 
・グラマニラダリ（村長） 
・郡次官事務所付け専門職員 
・プラデシヤ・サブハ（郡評議会）代表 
・その他、関係行政職員 
・NGO 等の関係者 

ハンバントータ郡 スーリヤウェワ郡 ルヌガンヴェヘラ郡 

第 1 回（2007 年 4 月 24 日） 
第 2 回（2007 年 6 月 12 日） 
第 3 回（2007 年 9 月 11 日） 
第 4 回（2007 年 12 月 24 日） 
第 5 回（2008 年 2 月 5 日） 
第 6 回（2008 年 3 月 11 日） 

第 7 回（2008 年 6 月 6 日） 
第 8 回（2008 年 8 月 5 日） 

第 9 回（2008 年 10 月 2 日） 

第 10 回（2008 年 12 月 5 日） 
第 11 回（2009 年 2 月 6 日） 

第 12 回（2009 年 3 月 6 日） 

第 1 回（2007 年 4 月 26 日） 
第 2 回（2007 年 6 月 13 日） 
第 3 回（2007 年 9 月 19 日） 
第 4 回（2007 年 12 月 20 日） 
第 5 回（2008 年 1 月 30 日） 
第 6 回（2008 年 3 月 4 日） 

第 7 回（2008 年 5 月 14 日） 
第 8 回（2008 年 7 月 23 日） 

第 9 回（2008 年 9 月 22 日） 

第 10 回（2008 年 10 月 6 日） 
第 11 回（2009 年 12 月 29 日）

第 12 回（2009 年 2 月 2 日） 

第 13 回（2009 年 3 月 9 日） 
第 14 回（2009 年 3 月 12 日） 

第 1 回（2007 年 4 月 27 日）

第 2 回（2007 年 6 月 20 日）

第 3 回（2007 年 9 月 13 日）

第 4 回（2007 年 11 月 26 日）

第 5 回（2008 年 2 月 7 日） 
第 6 回（2008 年 3 月 11 日）

第 7 回（2008 年 6 月 4 日） 
第 8 回（2008 年 7 月 9 日） 

第 9 回（2008 年 9 月 3 日） 

第 10 回（2008 年 12 月 24 日）

第 11 回（2009 年 3 月 12 日）

 

３－７ プロジェクトの貢献及び阻害要因 

３－７－１ 貢献要因 
（1）スリランカ独自のアプローチ 

プロジェクトが行政村レベルで導入した CAP 及び CCS は共に、外来的に導入した参加

型開発ではなく、スリランカ国独自の概念及び制度である。そのため、活動において導入

する際に、現地地方行政側及び地域住民にとって違和感無く、受け入れることができた。 
 

（2）日本人専門家とスリランカ人スタッフ 
プロジェクトの日本側投入において、日本人専門家とスリランカ人スタッフはチームと

して、活動を効果的、効率的に行った。特に、小規模インフラ整備事業や農業分野におけ

る活動に際して、日本専門家は活動に際して、スリランカ人スタッフ任せにせず、其々の

活動の各工程で、適正な技術指導を行い、活動の質の確保と時間の管理に貢献した。スリ

ランカ人スタッフ側は、これらの技術指導により自らの能力向上を図りつつ、活動を推進

した。 
 

（3）外部支援に慣れた住民 
対象地域となった行政村では、津波被害前後より現在まで、NGO を始めとする外部支援
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団体が活動を行っている。これらの団体の活動に際しては、住民側に組織化や内部での課

題の検討を求めることが多いことから、いくつかの行政村では、プロジェクトの活動にお

ける VCC の結成、協議という要請についても、既に経験が蓄積されていた。 
 

３－７－２ 阻害要因 
（1）関係者に残る依存症癖 

2004 年に対象地域を襲った津波被害に対する外部からの支援以降、地域住民の外部支援

に対する援助慣れの現象が強く残っている。そのため、村落開発において自らの力で行う

という発想に乏しく、プロジェクトに対しても、常に受動的、かつ、資源の提供を望む傾

向があり、CCS における住民側の貢献についても、受け入れに時間を要した。 
 

（2）低いカウンターパート側のオーナーシップ意識 
郡レベルでの調整機関である PIC において、出席を求められるメンバーの関心が低く、

会合への出席率が向上していない。要因として、プロジェクトから活動経費などの直接的

な恩恵を得られないことや、プロジェクトがあくまで JICA 独自のものと認識されている

こと、同じ郡レベルの開発関係者で設定されている郡調整委員会との機能の重複が掲げら

れている。 
 

（3）複雑な行政機構 
プロジェクトでは協力セクターを事前に特定するのではなく、住民参加型で計画して決

定していくアプローチを取っているが、その結果関係セクターが農業、灌漑、保健、水道、

農道等多岐にわたっている。スリランカ国の地方行政はセクターや灌漑スキームによって

責任機関のラインが異なり、中央政府出先機関、地方議会政府、郡次官事務所はプロジェ

クトの中心実施機関である南部州の指揮命令下にないことから、調整に大きな労力が費や

されている6。 
 

（4）プロジェクト・マネージャーの不在 
スリランカ国側のカウンターパートであるプロジェクト・マネージャーについては、

2008 年 3 月に本人が急逝し不在となった、それ以降、人員の割り当てがなされていない。

そのため、南部州評議会及びハンバントータ県次官事務所との意思の疎通について、プロ

ジェクト側において負担を生じるものとなっている。 
 

（5）対象行政村内で活動する NGO 等の調整 
プロジェクトが活動を行う 9 行政村において、多数の NGO 等が住民を対象とした支援

活動を行っている。これらの団体は、独自の活動目的と支援アプローチによって活動を行

                                                        
6 スリランカ国の地方行政は、県次官（GA）⇒郡次官（DS）⇒村長（GN）という中央政府ラインと、州政府（PC）、地方議

会政府（PS）という分権体制との並列構造となっている。DS と PS の地域は異なることもあるが、SouthCAP 対象 3 郡では

同一である。農業、灌漑、畜産、教育、保健等の分野は DS が担当し、小規模水道、農道、ごみ処理等の分野は PS が担当す

る。なお研究開発一般や、2 つ以上の州にまたがる灌漑地域（SouthCAP ではルヌガンヴェヘラ郡）や道路等での行政サービ

ス、そして農民支援センター（ASC）のサービスは中央省庁直轄となっている。郡レベルでの開発計画策定やセクター間の

調整は DS の所管であり、PC に所属する現場行政官も DS 事務所で勤務している。 
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い、プロジェクトが作成支援を行った各村の CAP を重視しないケースや、活動における住

民負担を必ずしも求めない例もあり、住民側に混乱を生じさせる要因となっている。 
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第４章 評価 5 項目における評価結果 
 

４－１ 妥当性 

プロジェクトは、スリランカ国政府の開発政策、対象地域である南部州ハンバントータ県のニ

ーズ、日本国及び JICA の同国に対する技術支援の計画と合致している。また、プロジェクト・

デザインにおいても、地域の事情に適正に応じたアプローチを採っている。これらのことから、

プロジェクトの実施に係る妥当性は高いと云える。 
 

（1）相手国政府の政策との整合性 
スリランカ国政府は、2004 年に策定された経済フレームワークにおいて、貧困層に配慮し

た経済成長を最優先課題としている。また、現在の国家政策である「マヒンダ・チンタナ」

においては、紛争影響地である北・東部の復興支援と同時に、開発の遅れている南部地域で

開発を進め、バランスのとれた国家開発を行うとしている。そのため、同国政府は地方開発

の推進を目的としたガマ・ネグマ等の類似プロジェクトに大規模な予算措置を講じて実施し

ている。 
 

（2）支援対象地域のニーズとの合致 

プロジェクトの対象地域となる、南部州ハンバントータ県 3 郡内の 9 つの行政村において、

開発事業の実施に先立って、地域の状況を基礎調査等で把握した後に、当該コミュニティー

と協議を経つつ CAP を策定した。次に、プロジェクトが支援する CAP の活動は、各々のコ

ミュニティーによって優先順位付けがなされた上で実施されている。このことから、プロジ

ェクトの活動は、地域のニーズに合致している。 
 

（3）日本国の開発援助政策と JICA 事業実施計画との整合性 

2004 年に策定された日本の国別援助計画において、1）平和の定着・復興支援、2）長期開

発ビジョンから成り立っており、2）においては貧困削減を援助の重点としている。そのため、

後発開発地域として南部地域がその対象とされている。また、JICA の国別事業実施計画にお

いて、貧困削減を重点としている。このことから、本プロジェクトは、日本の開発援助政策

と JICA 事業実施計画との整合性を保っている。 
 

（4）プロジェクト・デザインの妥当性 
プロジェクト対象とする行政村の選定に際しては、開発ニーズの高く、かつ、他団体との

支援状況が重複しない地域が優先された。一方、プロジェクトが導入したアプローチは、ス

リランカ国の概念と制度である CAP 及び CCS を適切に実施するものであり、当該住民及び

カウンターパート機関となる地方政府機関にとって、非常に親和性の高いものとなっている。

このことから、本プロジェクトのデザインは、相手国側への技術支援事業として、妥当性は

高いものとなっている。 
 

４－２ 有効性 

プロジェクトは、これまでの活動期間において、確実に所定の成果を、対象地域において積み
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上げてきている。この観点からは、プロジェクトは効果的に実施されて来ていると云える。一方、

主に CAP の策定から適切な CCS 実行を含む CAP の実施、管理にいたる一連のプロセス（CAP
アプローチ）が、今後、カウンターパートや地方政府機関において実施され、かつ、他の支援団

体が CAP をリソースとして活用していく観点からは、課題が残されている。 
 

（1）プロジェクト目標の達成度（予測） 
プロジェクトの支援対象である 9 つの全ての対象行政村において、綿密な準備の下、コミ

ュニティー内における協議を中心として、CAP が策定された。また、CAP の運用と活動の実

施を担う VCC が、各行政村において設立された。 
CAP 策定後、各行政村において、小規模インフラ整備事業の選定と実施、生計向上のため

の農業及びその他の分野で、生産向上活動が開始された。事業の選定に係る調整が捗らなか

った一村を除き、インフラ事業は、CCS の適切な実施により、2009 年 3 月までに全て終了し

た。これらの行政村では、コミュニティーによる整備されたインフラ施設の維持管理が行わ

れている。また、農業及びその他の生産分野における生産向上活動において、住民は様々な

活動に加わり、生計向上を図っている。 

これらの実績とプロジェクトの CAP アプローチは、州評議会次官及び県次官によっても、

その有用性が認められおり、その実績の積み重ねによって、プロジェクト目標として掲げて

あるとおり、CAP が対象行政村における包括的な開発計画として、機能することが予想され

る。 
 

（2）プロジェクト目標達成に係る貢献及び阻害要因 

ア）貢献要因 
スリランカ国の郡レベルにおいて、開発に携わる行政機関や縦割り構造のため、村レベ

ルの開発課題への対処において連携を欠いている。また、NGO 等の外部支援機関は、個別

に活動を行っている。そのような状況において、プロジェクトの存在は、ハンバントータ

県の地方行機関や NGO 等の関係機関に対して、連携した活動を行うためのプロットフォ

ーム機能を果たしている。また、各村の CAP が、これらの機関に対して統一された開発情

報を提供すると共に、新たに設立された HPPC では、異業種間の協働が進行している。 
イ）阻害要因 

郡レベルにおいて、プロジェクト活動実施の調整機関である、PIC における政府関係機

関のメンバーの関心が低く、会合への出席率が芳しくない。また、南部州評議会側におい

ても、自らの組織と財政で CAP アプローチを担っていくべき準備が整っていない。地方分

権が中途段階で、基本的に中央集権構造が残っているスリランカの行政機構においては、

どの程度、州及び県レベルの行政機関が強いイニシアティブと裁量を持っているか、不明

確な要素がある。 
 

４－３ 効率性 

プロジェクトの活動は、計画に沿って遅延無く実施されている。また、日本国及びスリランカ

国双方の投入は、活動において効果的に活用され、成果の達成に貢献している。これらの観点か

ら、プロジェクトは効率的に実施されていると云える。 
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（1）投入の活動における適正度 
日本国側及びスリランカ国側の投入は、遅延無く活動に投入され、効果的に活用された。

日本国側の投入について、日本人専門家と現地人専門家はチームとして活動し、日本の技術

支援を現地において、効率的に実施した。スリランカ国側の投入について、特に郡次官事務

所に配置された APM は、プロジェクト活動全般に参加し、成果の達成に寄与した。 
 

（2）プロジェクト・マネージメント 
カウンターパート機関とプロジェクトチームは、良好にコミュニケーションを図っている。

定期的に開催される JCC 及び RCC において、プロジェクトの進捗状況の確認と意思決定が

なされている。 
 

（3）プロジェクト活動に係る阻害要因 
対象地域であるハンバントータ県は、2004 年の津波による被災地域であり、被災地支援の

ための外部援助が多く入った地域である。そのため、官民問わず、開発事業は外部資源に依

存しようとする意識が、依然として強く残っている。そのため、住民自らが開発課題を考え、

事業の実施における責任の分担と住民の負担を求めるという、プロジェクトのアプローチが

地域で受容されるには、大きな労力が必要となった。また、同じ地域で活動する NGO 等が、

依然として無償でサービスを提供するアプローチを採っていることが、住民側においてプロ

ジェクトの理念を理解することの妨げとなった。 
 

４－４ インパクト 

上位目標は、プロジェクトの対象地域外において、スリランカ国政府及びカウンターパート機

関による CAP アプローチの実践であるが、そのためには、スリランカ国政府による資金・人材の

確保が課題になると思われる。一方、プロジェクト実施によるインパクトについては、いくつか

のポジティブ及びネガティブなインパクトが、散見された。 
 

（1）ポジティブなインパクト 

①ハンバントータ地元産品振興委員会（HPPC）の設立 
ハンバトータで生産される農工業品の販売を促進するため、県次官が会長となり、企業、

農家、銀行、NGO 等の 25 団体により設立された。HPPC の設立後、異業種であるメンバー

団体間の意見交換や情報の共有が図られ、各種の貿易、産業フェアー等に農家等の生産者が

多く参加する結果となった。このことが、同地域において、生産と市場の近接を促すことと

なり、生産者側の意識の向上に繋がった。 
②対象行政村内における象の生態及び被害に係る実態調査 

対象行政村内の 2 村では、地域を徘徊する象による被害が深刻な課題として捉えていた。

そのため、実態調査が実施され、対象地域における象の生態、被害、その対策を明らかにさ

れ、関係者間で、結果の共有が行われた。 
 

（2）ネガティブなインパクト 

住民及び現場行政官において存在する依存心が残存しており、プロジェクトを新たな外部
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支援としてのみ捉え、即物的なインセンティブを求めるケースが見られている。 
 
４－５ 自立発展性 

現状における本プロジェクトの自立発展性の予測に関して、以下の通り、スリランカ国側にお

ける政策/制度面、組織/財政面、技術面について検証した。 
 

（1）政策/制度面 
プロジェクトが導入した開発アプローチを構成する CAP、CCS は、スリランカにおける既

存の概念と制度であり、スリランカ国政府及び地方政府にとって、親和性の高いものである。

州首席次官や県次官においても、CAP アプローチの持続、展開には意欲を示している。しか

し、州以下のレベルにおいて、その具体的な措置を行うための政策的な裏付けは確認されて

いない。また、地方行政の末端である行政村で策定された CAP について、郡や行政村、また、

各集落レベルにおける公的な位置付けや扱いに関しても、方向性が明示されていない。 
 

（2）組織/財政面 

スリランカ国政府は、地方開発に重点をおいており、ガマ・ネグマ7等の類似プロジェクト

に、大規模な予算措置がなされている。しかしながら、プロジェクト終了後に、CAP アプロ

ーチを継続するために、州評議会以下、県次官事務所、郡次官事務所、郡評議会、農業支援

事務所等において、組織の位置付け、財政面での措置は、現時点で確保されていない。また、

行政村レベルで活動を行う機関を一元的に調整する枠組みとして、郡調整委員会が設置され

ているが、現状において、CAP を活用するためには有効に機能していない。 
 

（3）技術面 

プロジェクトでは、外部からの技術支援として、応用が困難な高度な技術は使用せず、ス

リランカの概念と制度である CAP、CCS という開発手法を導入し、実践している。これらの

開発手法は、政府職員がプロジェクトへの参加を通じて習得し得る適正技術であり、技術面

では継続性が確保される。また、住民レベルにおいても、VCC メンバーを中心として、各村

の CAP の策定と小規模インフラ整備事業の実施と維持管理を経験している。これらの経験は

メンバー間で共有されており、その活動の継続と知見の維持が期待される。 
 

 

                                                        
7 国家政策”Mahinda Chinthana”で掲げられ 2006 年に始まった村レベルの開発プログラムで、“Village up-liftment programme”も
しくは”Intensive village development programme”と訳される。生計持続のため、参加型開発を通じたコミュニティーの能力向

上に重点を置いており、対象分野は地方道路、地方電化、給水、小規模灌漑、農業、保健関連施設改善、コミュニティーセ

ンター改善など幅広い。郡次官（DS）が村長（GN）の支援を得てニーズを特定、住民組織および地方議会の合意を得てプ

ロジェクトを決定する。事業実施時には住民組織からの一部自己負担も求めている。国家建設・エステート基盤開発省が主

管し、2009 年度予算は 120 億ルピー。 
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第５章 結論 
 

現状の活動実績及び実施プロセスの検証、5 項目による評価の結果より、本プロジェクトは、

実施における妥当性が高く、かつ、実績を積み重ねる過程で、効率的に実施されてきたと結論す

ることができる。 
また、プロジェクトは、当初の計画の則って確実に成果を上げており、かつ、当初は予想して

いなかったポジティブなインパクトを生んでいる。この観点からは、有効性も適正と云える。一

方、プロジェクト目標の達成を鑑みる場合、PIC へのスリランカ国側の関心の低さは阻害要因と

もなり得る。 
プロジェクト効果の持続性の観点からは、CAP 及び CCS は共に、外来的に導入した参加型開

発ではなく、スリランカ国独自の概念及び制度である。そのため、同アプローチの導入と維持に

ついては、同国側として違和感無く行えるものであり、州政府評議会次官及び県次官より、その

継続と拡大への意思表示が見られた。一方で、そのための財政措置や、組織的な対応については、

現状では何ら明確にされていない。 

これらの観点から、プロジェクトが、今後の後半の期間において、計画通りに実施されるとと

もに、プロジェクト効果の持続性を確保し、スリランカ国政府による自立発展性の確保を図るた

めには、カウンターパート機関の財政的、組織的な対応が求められる。 
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第６章 提言と教訓 
 

６－１ 提言 

６－１－１ スリランカ国政府側への提言 
（1）プロジェクトにおける CAP アプローチの、政府プログラムへの適用 

プロジェクトが導入した CAP アプローチは、県及び郡レベルのおける農村開発の好事例

を示している。スリランカ政府が実施しているガマ・ネグマ、マガ・ネグマ等の地方開発

プログラムにおいて、同アプローチを活用して実施することが、必要と思われる。具体的

には、プロジェクト期間中に、CAP で特定された事業を、これらの政府プログラムの資金

を使って実施することを試行的に開始することが求められる。 
 

（2）他行政村への CAP 作成の準備 
プロジェクトの活動対象となっている 9 つの行政村の周辺にある、他の行政村に関して、

包括的な開発計画である CAP の作成を開始すること必要と思われる。プロジェクトでは、

3 郡よりそれぞれ 3 行政村を選んで活動を展開しているが、郡レベルで効果的な開発効果

を求める場合には、他の行政村においても同様に、CAP を中心とした開発事業の実施が行

政効率の観点からは望ましく、プロジェクト期間中から郡次官事務所が中心となって、周

辺村での CAP 作成を試行することが求められる。 
 

（3）プロジェクト・マネージャーの再配置 

2008 年 3 月以降、スリランカ国側のプロジェクト・マネージャーが不在となっており、

その後継者について、適任者を速やかに配置することが必要である。 
 

（4）適切なコミュニティー契約制度（CCS）の推進 

プロジェクトの実施を通じて、CCS は、住民組織の財政/技術能力、維持管理能力の養成

の効果や、住民の一部負担を組み込んでいることによる、主体性意識の醸成が確認された。

一方、本プロジェクト以外では、形だけの CCS として、住民組織がマージンを取り事業者

に丸投げする等の例が見られている。このような事例は、CCS 本来の役割と意義を大きく

減じてしまうことになるため、スリランカ国政府は、現状を検証した上で、CCS のあるべ

き姿を取り戻すために、その適正化を図っていくことが求められる。 
 

６－１－２ スリランカ国政府及びプロジェクト・チーム側への提言 

（1）PIC コア・チームの形成 
現状の各 PIC において、メンバーはプロジェクトとの直接的な関係が求められていない

行政官も含めて 30 名近くとなっている。このことから、プロジェクトに対する関心の低

さが生じ、定期会合においては、参加者が集まらず、会合の延期等の要因となっている。

そのため、従来のメンバー構成を見直し、プロジェクト活動への関与が高い機関、関係者

によるコア・チームを形成することで、より実質的な議論を定期的に行えるようにする必

要がある。 
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（2）イハラクンブックウェワ村に係る調整 
インフラ事業の選定をめぐる意見不一致から、プロジェクト活動が停滞しているイハラ

クンブックウェワ村に関して、客観的、技術的な事実に基づいて、対話を促進することが

求められている。 
 

６－１－３ プロジェクト・チームへの提言 
（1）CAP アプローチ導入における経験や知見の取り纏め 

プロジェクトは、CAP アプローチの実施を、プロジェクト自身の人的、資金的リソース

で実施してきたが、今後、スリランカ国側のカウンターパート機関による実施を促進する

ため、同国政府の行政機構、財政制度に則った同アプローチの運用が必要となる。 
そのための実践の一環として、今後、ガマ・ネグマ等の政府プログラム予算を、活動中

に取り込んでいくことが求められる。そのような政府プログラムに取り込んでいく過程に

おいて、様々な制度上の相違から生ずる実施上の課題や、その解決方法等の経験を、CAP
アプローチの実践のための知見として文献資料として取りまとめることが必要である。こ

のような資料は、将来、同国政府が CAP アプローチを自主的に展開していく際に、重要な

知的資源となると思われる。 
 

６－２ 教訓 

６－２－１ 郡次官事務所のアシスタント・プロジェクト・マネージャー（APM）の配置 
郡次官事務所の APM を配置したことは、プロジェクトの活動現場において、のスリランカ

国側のオーナーシップを高めるのに効果的であった。APM は、フィールド・レベルのプロジェ

クト活動に深く関与し、RCC 等ではプロジェクトを代表する形で、担当郡の活動の進捗状況を

報告する等している。 
 

６－２－２ 住民契約システム（CCS）の効果 
プロジェクトが対象行政村内の小規模インフラ整備事業の実施で導入している CCS では、住

民に対する建設（技術）研修、建設運営研修、契約実施、住民負担を前提とした工事の実施、

定期的なモニタリング、維持運営管理研修と実施の各ステップが確実に履行されている。住民

自身に知識や施設管理能力を持たせ、計画のみならず、事業の実施に主体的に参加させる、こ

のようなプロセスは時間を要するものであるが、その結果として、住民組織の財政/技術能力、

自信および主体性の向上、維持管理能力の醸成といった高い効果あることが改めて確認された。

また、整備されたインフラ施設そのものも、住民の管理によって公共性を維持することが可能

となった。 
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